
資 料 ３ 非 点 源 排 出 源 か らの排出・移 動 量 の 推 計 方 法 等

第 １章 非 点 源 排 出 源 の 考 え方

１ 非 点 源 排 出 源 の 定 義

化学物質の環境中への排出や廃棄物としての移動の全体像を把握するためには、対象規模

以上の対象業種の工場・事業場（点源）からの報告のみならず、それ以外の排出源からの排出

・移動についても把握する必要がある。

こうした点源以外の全ての排出源のことを、ここでは 排出源と呼ぶこととする。「非 点 源 」

２ 非 点 源 排 出 源 の 分 類

さまざまな非点源排出源について、「ＰＲＴＲパイロット事業評価検討ワーキンググループ」（座

長：浦野紘平 横浜国立大学工学部教授）の委員（以下、「委員」という。）の意見等をもとに、カ

テゴリー分類したのが表Ⅲ-1である。

表Ⅲ-1は業種等の「活動」に着目した分類となっているが、「推計方法」に着目すると、非点源

排出源は以下のように分類することができる。

①農薬散布

②移動発生源

③家庭・オフィス等

④事業所報告対象外業種（農薬散布、対象規模未満の事業所を除く）

⑤事業所報告対象規模未満の事業所

また、表Ⅲ-1に記載されていない排出源も少なからず存在することが考えられるが、それらの

排出源については、今回は「その他」に含めることとし、その分類等については、引き続き各方面

の意見等を踏まえ検討することとした。

３ パイロット事 業 で 推 計 を行 った範 囲

今回のパイロット事業では、可能な限り多くのカテゴリーについての推計を試みたが、推計す

るために必要な情報が十分得られなかった等の理由により、実際に推計を行った範囲は、

表Ⅲ-1の推計欄に○をつけた項目（及び△を付けた項目の一部）のみである。よって、今回行っ

た推計結果は非点源排出源からの全排出・移動量の推計値ではないこと、及び精度が必ずしも

高くない推計値が含まれることに留意する必要がある。

なお、今回推計を行わなかった主なカテゴリーについては、第２章における各大カテゴリーご

との「本パイロット事業で推計を行った範囲」でその理由を説明している。



表Ⅲ-1 非点源排出源の分類と推計の有無

大カテゴリー 中カテゴリー 小カテゴリー 主な排出・移動に係る項目 推計

事業所報告 農業 農地・造園散布農薬 ○
対象外業種 農業から排出される廃棄物 等 ×

林業 森林散布農薬 等 ○

水産業 水産養殖業 漁網防汚剤、殺菌剤 等 ×

建設業 総合工事業 塗料、充填剤、接着剤、固化剤 等 △
職別工事業 塗料、充填剤、接着剤、固化剤 等 △

運輸・通信業 鉄道業 塗料、燃料タンク 等 ×
(倉庫業除く) 道路旅客運送業 ×

道路貨物運送業 ×

卸売・小売業 燃料小売業 ガソリンタンク 等 ○
飲食店

サービス業 洗張・染物業 染料、洗浄剤 等 ×
(洗濯、廃棄物 写真業 写真現像剤 等 ○
処理業、保健 自動車整備業 塗料 等 ○
衛生、教育除 公園・遊園地 散布農薬 等 ○
く） 医療業 消毒・殺菌剤 等 △

事業所報告 △
対象規模未満
事業所

移動発生源 自動車 排出ガス ○
二輪車 ○
船舶 ○
航空機 ○
建設・農業・産業機械等 ×

家庭・オフィス 大気への排出 塗料、接着剤、殺虫剤、防虫剤、エアゾール製品溶剤、 △
等 可塑剤 等

水域への排出 洗浄剤、水道からのトリハロメタン、可塑剤 等 △

固形廃棄物 電池、蛍光管、家電製品等からの金属廃棄物 △
廃プラスチック中の添加剤 等

注：「推計」の欄の記号の意味は以下の通り。

○：パイロット事業で排出・移動量の推計を行った。

△：パイロット事業で排出・移動量の一部について推計を行った（その可能性を検討した）。

×：パイロット事業で情報が得られなかったため推計を行わなかった。



第 ２章 非 点 源 排 出 源 か らの排出・移 動 量 の 推 計 方 法 及 び 結 果

非点源排出源からの排出・移動量の推計については、確立された推計方法がほとんどなく、また

推計に必要な情報も十分得られなかったため、本パイロット事業では、現時点で得られた情報の範

囲で可能な推計方法を用いて、推計可能なカテゴリー及び対象化学物質（以下、「対象物質」とい

う）についてのみ推計を行った。

推計の対象とした年（度）は、点源からの排出・移動量と比較することを考えると平成９年度の量

について推計することが望ましいが、推計に使用する統計資料等の整備状況から、原則として平成

８年度の量について推計することとした。なお、当該年度の資料が得られない場合や平成９年度の

資料が得られる場合は、得られた最新の資料を用いて推計することとした。

排出・移動量の推計を行った地域は、点源と同様の地域、即ち川崎市（臨海部、内陸部、丘陵

部）、神奈川県湘南地域、愛知県西三河地域、北九州市（東部、西部）とした。

以下、各大カテゴリー毎に排出・移動量の推計方法及び推計結果を説明する。

なお、推計した結果に関し、精度について一定の限界があること、排出量の大きさと曝露量の大

きさとは必ずしも一致しないことなどの留意点があることは本文に示したとおりである。

１ 農薬散布における排 出 量 の 推 計

（ｱ）推計の概要

我が国で「農薬」として販売されるものについては、農薬取締法により、農薬製造会社に販

売量等の報告が義務づけられているため、排出量の推計に利用できる統計資料は比較的充

実している。

本パイロット事業においては、「農薬要覧1997」（日本植物防疫協会）に記載されている農薬

種類別県別出荷数量や用途等を用いて、”出荷された農薬は全て、同一年内に同一県内で

使用（散布）される”と仮定して、排出量の推計を行った。

農薬散布の推計対象となる分野は「農地等」、「造園」、「公園」、「森林」、「ゴルフ場」であ

り、その推計方法は、当該分野の農薬使用量が直接把握できる場合とできない場合によって

異なっている。これらの排出量推計フローを 及び に示す。図 Ⅲ -1 図 Ⅲ -2



①県別登録農 ⑤登録農薬別
薬出荷量 の用途・対象
（ﾄﾝ／年）等 作物

②県別登録農 ③登録農薬別 ⑥カテゴリ-別の ⑦カテゴリ-別の
薬使用量 対象物質含有 使用される対象 農薬購入金額
（ﾄﾝ／年） 率（％） 物質の種類 （百万円／年）

④県別対象物質総 ⑧対象物質使用量の
排出量（kg／年） カテゴリ-別寄与率（％）

⑨県別カテゴリー ⑩市区町村別の
別対象物質排出 農地面積（ha）等
量（kg／年）

⑪当該カテゴリー の農
薬使用における県内
の地域別構成比（％）

⑫地域別・カテゴリ-別対
象物質排出量（kg／年）

図Ⅲ-1 「農薬散布」（農地等・造園・公園）における排出量推計フロー



①県別・カテゴリー ②登録農薬別 ④市区町村別の
別登録農薬使用量 対象物質含有率 森林面積（ha）等

（ﾄﾝ／年） （％）

⑤当該カテゴリー の農
③県別・カテゴリー 薬使用における県内
別対象物質総排出 の地域別構成比（％）
量（kg／年）

⑥地域別・カテゴリー 別対
象物質排出量（kg／年）

図Ⅲ-2 「農薬散布」（森林・ゴルフ場）における排出量推計フロー

（ｲ）推計対象物質の特定

我が国で登録されている農薬は平成８年９月末現在、５，４３４件あり、このうち、パイロット事

業の対象物質を１物質以上含有している農薬が７５５件ある。これら対象物質を含有している

登録農薬について、「農薬要覧1997」に記載されている登録農薬別有効成分の種類及び含有

量をもとに、含有する対象物質との関係を整理した結果の一部を に示す。表 Ⅲ -2

表中の記号「●」は、対象物質の含有率が１０％以上、「○」は、含有率が１０％未満という意

味である。これらの農薬に含有されている対象物質はイソキサチオンなど４６種類ある。



表Ⅲ-2 登録農薬別の含有対象物質（抜粋）
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資 料 ：農薬要覧1997（日 本 植 物 防 疫 協 会 ）
注 ：表 中 の 記 号 の 意 味 は 次 の とお り。
　　● ：1 0 % 以 上 の 含 有 率 で 含 まれ ている対 象 物 質
　　○ ：1 0 % 未 満 の 含 有 率 で 含 まれ ている対 象 物 質
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（ｳ）県別排出量の推計

県別の対象物質の排出量の推計に当たっては、以下の仮定を行った。

①使用（散布）された農薬は、全て環境中に排出される

②同一県内に出荷された農薬は全て同一県内で使用される

③出荷された農薬は、全て同一年内に使用される

上記仮定のもと、県別の対象物質の排出量を以下の式から求めた。

ｎ
Ｃ(J,M)＝ Σ（Ａ(J,Pk)×Ｂ(Pk,M)×0.01）

k=1

但し、

Ｐk：対象物質Ｍを含有する農薬(k=1～ｎ)

Ａ(J,Pk)：Ｊ県における農薬Ｐｋの出荷量(ﾄﾝ/年)

Ｂ(Pk,M)：農薬Ｐｋの対象物質Ｍの含有率(％)

Ｃ(J,M) ：Ｊ県における対象物質Ｍの排出量(ﾄﾝ/年)

また、対象物質が金属化合物の場合、「農薬要覧1997」には有効成分となる化合物としての含

有率だけが記載されているため、対象物質Ｍの含有率（％）は次式で算定した。

Ｂ(Pk,M)＝Ｂ'(Pk,M)×（Ｗ ／Ｗ ）P C

但し、

Ｂ'(Pk,M)：農薬Ｐｋの対象物質Ｍを含む金属化合物の含有率(％)

Ｗ ：対象物質Ｍを含む金属化合物の組成式量P

Ｗ ：対象物質Ｍ（純金属）の原子量C

これらに基づき、「農薬要覧1997」に掲載されているデータを用いて計算した、登録農薬別

の対象物質排出量の一部及び県別対象物質排出量をそれぞれ 及び に示す。表 Ⅲ -3 表 Ⅲ -4

なお、臭化メチルについては、農林水産省植物防疫課調べによると、平成７年の出荷量の

約３４％が事業所報告の対象である検疫所及びその他の用途で使用されているため、

表Ⅲ-4では、その分を除いた量を示している。

（ｴ）農薬散布における中カテゴリー別排出量の推計

本パイロット事業では、「農薬散布」カテゴリーを５つの中カテゴリー（「農地等」、「造園」、

「森林」、「ゴルフ場」、「公園」）に分類している。「1995年産業連関表（延長表）」（通商産業

省）によると、これらの５つの中カテゴリーにより、農薬需要の約９４％がカバーされているため、

農薬散布における非点源排出源からの排出量も同じ割合がカバーされるものと考えられる。

以下に各中カテゴリー別の推計方法を示す。



表Ⅲ-3 登録農薬別の対象物質排出量（抜粋）

平 成 8農薬年度出荷量（ﾄﾝ/年） 対象物質 対 象 物 質 排 出 量 （kg/年）

コード 農薬名
神奈川

県
愛知県 福岡県 全 国

整理
番号

物質名 含有率
化 合
物

純 物
質

神奈川 愛知 福岡県 全 国

39 ダイアジノン 3.0% 888 192 54 32,619
40 エチルチオメトン 3.0% 888 192 54 32,619

(0585) Ｍ ＥＰ乳剤(b) 0.3 0.4 － 15.0 59 ＭＥＰ 70.0% 210 280 － 10,500
(0586) クロル ピリホス水和剤 0.2 2.2 0.7 342.4 65 クロルピリホス 25.0% 50 550 175 85,600
(0595) Ｍ ＥＰ乳剤(c) 1.1 1.1 － 18.9 59 ＭＥＰ 15.0% 165 165 － 2,835
(0596) ＮＡＣ水和剤(c) － 3.5 － 292.9 127 ＮＡＣ 40.0% － 1,400 － 117,160

× (0599) ＤＥＰ・ＮＡＣ粉 剤 － － － － 127 ＮＡＣ 2.0% － － － －
(0609) マシン油 ・ＤＤＶＰ乳 剤 － － － 19.0 112 ＤＤＶＰ 5.0% － － － 950
(0643) クロルピクリン・Ｄ－ Ｄ油 剤 2.6 2.3 38.3 235.3 28 クロロピクリン 50.0% 1,300 1,150 19,150 117,650
(0655) ポリナクチン複合体・ＢＰＭ Ｃ乳 剤 0.2 4.2 1.4 45.8 108 ＢＰＭ Ｃ 30.0% 60 1,260 420 13,740
(0658) メソミル・粉粒剤 0.6 7.6 0.9 136.3 168 メソミル 1.5% 9 114 14 2,045
(0662) イソキサチオン粉剤 12.5 20.9 5.2 795.9 9 イソキサチオン 2.0% 250 418 104 15,918
(0672) クロルピリホスメチル乳剤 0.2 0.4 0.8 17.2 26 クロルピリホスメチル 25.0% 50 100 200 4,300

39 ダイアジノン 3.0% 90 252 114 10,068
168 メソミル 1.0% 30 84 38 3,356

(1367) エトフェンプロックス・ピリダフェンチオン水和剤 － 0.5 0.8 4.3 125 エトフェンプロックス 10.0% － 50 80 430
× (1375) ＤＤＶＰエアゾール － － － － 112 ＤＤＶＰ 37.6% － － － －

(1378) フルバリネー ト・ＤＤＶＰくん煙剤 － 0.2 － 0.4 112 ＤＤＶＰ 6.0% － 12 － 24
(1384) ピリダフェンチオン・Ｍ ＥＰ乳 剤 0.4 1.4 5.8 22.2 59 ＭＥＰ 40.0% 160 560 2,320 8,880
(1389) エチルチオメトン・ベンフラカルブ粒剤 － 1.5 3.0 79.2 40 エチルチオメトン 3.0% － 45 90 2,376
(1398) イソキサチオン・シラフルオフェン粉剤 ＤＬ － 0.2 1.3 18.7 9 イソキサチオン 2.0% － 4 26 374

○ (1444) ダイアジノン・ベ ンフラカル ブ粒剤 － － 0.4 5.6 39 ダイアジノン 3.0% － － 12 168
(2000) 硫酸銅 63.1 14.2 196.8 3,534.7 68 銅 化 合 物 （硫酸銅五水塩） 98.5% 250 64 15,817 3,559 49,330 886,002
(2001) 硫酸亜鉛 － 1.5 0.6 130.8 1 亜鉛化合物（硫 酸 亜 鉛 七 水 和 物 ） 98.5% 192 65 － 504 202 43,975
(2008) 銅水和剤(b) 8.2 2.9 2.4 222.6 68 銅 化 合 物 （塩基性硫酸銅） 32.0% 257 127 1,297 459 380 35,200
(2009) 有機銅水和剤(a ) － 0.1 － 2.8 68 銅化合物（8-ﾋﾄﾞﾛｷｼｷﾉﾘﾝ銅） 50.0% 352 64 － 9 － 253

68 銅化合物（8-ﾋﾄﾞﾛｷｼｷﾉﾘﾝ銅） 30.0% 352 64 38 233 271 19,689
126 カプタン 20.0% 140 860 1,000 72,740

(2290) ノニルフェノールスルホン酸銅乳剤 0.1 0.1 0.4 6.7 68 銅化合物（ﾉﾆﾙﾌｪﾉｰﾙｽﾙﾎﾝ酸銅）30.0% 662 64 3 3 12 193
(2299) マンゼブ・ＤＰＣ水和剤 － － 0.1 21.4 167 マンゼブ 66.0% － － 66 14,124

16 ＴＰＮ 50.0% 850 1,700 1,500 62,150
83 チウラム 30.0% 510 1,020 900 37,290

(2302) チウラム・チオファネートメチル水和剤 － 0.1 0.1 7.2 83 チウラム 30.0% － 30 30 2,160
(4020) ２,４-ＰＡ粒 剤 4.1 22.6 18.6 797.8 137 2,4ＰＡ 1.4% 57 316 260 11,169
(4045) ＤＣＰＡ・ＮＡＣ乳 剤 0.9 0.1 1.0 6.2 127 ＮＡＣ 5.0% 45 5 50 310
(4082) ＣＡＴ水和剤 3.0 5.1 2.9 113.6 29 ＣＡＴ 50.0% 1,500 2,550 1,450 56,800
(4083) ＣＡＴ粒 剤 42.4 91.8 2.7 1,388.1 29 ＣＡＴ 1.0% 424 918 27 13,881

31 チオベンカルブ － － － －
73 ＣＮＰ － － － －

(4117) トリフルラリン粒 剤 22.4 80.4 379.4 4,312.6 77 トリフル ラリン 2.5% 560 2,010 9,485 107,815
資 料 ：農 薬 要 覧 1 9 9 7 （日 本 植 物 防 疫 協 会 ）
注 １：「変 更 」の 欄 の 記 号 の 意 味 は 次 の とお り。

○ ：平 成 ８農 薬 年 度 に 新 規 に 登 録 された農薬
× ：平 成 ８農 薬 年 度 に 登 録 が 抹 消 された農薬

注 ２：「分 子 量 等 」の 欄 の 数 値 は 、対 象 物 質 が 金 属 化 合 物 の 場 合 の 化 合 物 分 子 量 及 び 純 物 質 原 子 量 等

4.3

3.4

－

3.0

0.7

1.7

－

335.6

×

363.7

124.3

－

3.8

5.0

3.0

－

分子量等登録農薬

(4108)

1.8 1,087.36.429.6エチルチオメトン・ダイアジノン粒剤(a)(0584)

8.4

チ ウラム・ＴＰＮ水和剤

ベンチオカーブ・ＣＮＰ粒 剤

(0892)

(2012)

(2300)

変
更

ダイアジン・メソミル粒剤

キャプタン・有機銅水和剤



表Ⅲ-4 県別の対象物質排出量推計値

対 象 物質 排 出 量 （kg/年 ）
神 奈 川 県 愛知県 福岡県 全 国

1 亜 鉛 化 合 物 8 504 204 47,452
9 イソキサチオン 6,427 10,16 8 14,609 206,988
1 0 イプロベ ンフォス 1,258 22,62 9 10,784 422,202
1 2 エチレンオキサイド 0 0 0 65
16 クロロタロニル 5,241 15,30 4 12,187 622,534
2 6 クロル ピリホスメチ ル 50 624 1,146 43,230
2 8 クロロピクリン 20,420 152,419 129,091 7 ,597,811
2 9 シマジン 1,924 3,716 1,813 83,359
3 1 チオベンカルブ 4,651 27,45 0 27,119 886,260
3 5 酸 化 フェンブタスズ 300 575 750 39,038
3 7 シアン化合 物 9,060 2,171 0 29,728
3 8 イソプロチオラン 252 16,46 0 9,677 701,414
3 9 ダイアジノン 7,349 21,17 7 11,455 595,742
4 0 エチルチオメトン 7,065 11,07 1 11,265 477,646
4 7 1,3-ジクロロプロペ ン 266,564 532,010 347,845 8 ,658,824
5 1 ジクワット 4,269 8,199 9,948 487,370
5 9 フェニトロチオン 11,830 38,09 8 42,564 1 ,495,892
6 0 臭 化 メチ ル 80,135 352,685 328,103 5 ,337,971
6 5 クロルピリホス 170 1,950 3,055 129,400
6 8 銅 化 合 物 （溶 解 性 ） 18,614 7,777 57,042 1 ,260,428
7 7 トリフル ラリン 787 4,089 17,883 208,804
8 1 ニッケル 化 合 物 0 0 0 36
83 チウラム 920 3,316 5,894 415,226
8 5 パ ラコート 2,535 5,235 6,720 291,850
8 7 ヒ素及びその化合物 2 0 0 0
89 ＥＰＮ 810 7,364 2,580 165,882
9 1 フェンチオン 1,710 9,445 9,688 438,429
9 7 プロピザミド 950 1,550 950 20,100
9 8 プロポキスル 119 952 375 55,505
101 ベンゾエピン 744 7,532 2,221 100,826
102 ペ ンタクロロニトロベ ンゼン 1,340 10,02 0 0 260,855
106 マラソン 3,780 6,358 13,936 204,153
108 フェノブカルブ 1,438 14,42 4 7,914 541,849
112 ジクロルボス 12,471 36,58 8 15,794 612,235
118 アルミニウム化 合 物 （溶 解 性 ） 0 77 102 11,441
122 モリネート 558 4,480 0 309,660
125 エトフェンプロックス 526 7,271 7,890 185,603
126 カプタン 2,580 9,040 7,708 599,244
127 カル バ リル 1,901 6,970 4,331 420,101
137 2,4-ジクロロフェノキシ酢 酸 2,522 2,496 3,314 123,155
139 ジメトエート 2,935 5,770 1,002 141,301
158 フサ ライド 166 5,862 17,262 690,680
162 ブロマシル 1,055 4,557 1,497 66,555
163 トリシクラゾー ル 71 1,614 10,012 207,086
167 マンゼブ 24,774 53,55 1 143,170 3 ,259,676
168 メソミル 4,494 19,32 3 19,687 317,551
170 メチダチオン 1,616 11,46 0 17,856 330,650

整 理
番 号

物質名



（１）農地等

「農地等」で使用されている対象物質は、農薬商品別に用途、適用作物が記載されている

「1997年版 農薬の手引」（化学工業日報社）を参考に特定した。

また、「農地等」からの対象物質の排出量は、”「農薬散布」における対象物質の排出の大

半は「農地等（田・畑・果樹園等）」からである”と仮定して、「農薬散布」における全排出量から、

他の中カテゴリーの排出量を差し引き、それに「産業連関表（延長表）」における農業関連の

需要割合を掛けることによって推計した。

（２）造園

「造園」で使用されている対象物質は、「1997年版 農薬の手引」の農薬商品別の適用対

象に「庭園・堤とう・駐車場・宅地」等と記載されている農薬が「造園」で使用されていると仮定

して特定した。

また、「造園」からの対象物質の排出量は、「産業連関表（延長表）」の農薬における、「造

園」に関係する分野と見なした「農業サービス」の需要割合から「造園」の寄与率を求め、”産

業連関表での寄与率は排出量においても同じ”と仮定して、「農薬散布」における全排出量か

ら推計した。

すなわち、以下の式より、ｂを求め、「造園」における対象物質の排出量と推計した。

Ａ×ａ＝Ｂ×ｂ

但し、Ａ：「農薬散布」で使用される全対象物質の排出量の合計（トン／年）

Ｂ：「造園」で使用される全対象物質の排出量の合計（トン／年）

ａ：「農薬散布」における「造園」の排出量の寄与率（％）(＝産業連関表の寄与率)

ｂ：「造園」で使用される対象物質に限定した場合の「造園」の排出量関係の平均

寄与率（％）

（３）森林

「森林」で使用される農薬の大半は、航空散布によるものと考えられる。農林水産航空協会

によると、航空散布のうち、「森林」に使用される農薬は松食い虫用のＮＡＣ水和剤とＭＥＰ乳

剤に限られ、前者のほぼ１００％と後者の約６０％が「森林」に使用されるとのことである。

これらの農薬の航空散布量は「農林水産航空年報1992・1993」（（社）農林水産航空協会）

で把握することができ、各対象物質の排出量は、県別・農薬別の農林航空事業における使用

量に登録農薬別出荷数量で加重平均した含有率をかけることにより求めた。



（４）ゴルフ場

「ゴルフ場」で使用される農薬については、各都道府県において、ゴルフ場ごとに農薬の種

類別使用量を把握しているため、そのデータを利用することにより排出量を求めることができ

る。ただし、個別のゴルフ場が特定できるデータの公表については制約がある場合があり、そ

の場合には、ある程度推計を行う必要がある。

ここでは、県別のゴルフ場における農薬の使用量［各県環境部調べ］から、”農薬使用量は

ゴルフ場面積に比例する”との前提に基づき、対象物質の排出量を求めた。

（５）公園

「公園」で使用されている対象物質は、「1997年版 農薬の手引」の農薬商品別の適用対

象に「公園」等と記載されている農薬から特定した。

また、「公園」からの対象物質の排出量は、「造園」同様、「産業連関表（延長表）」の農薬に

おける「公園」需要割合から「公園」の寄与率を求め、「農薬散布」における全排出量から推計

した。

（ｵ）地域別排出量の推計

農薬散布における地域別排出量に推計に当たっては、カテゴリー毎に排出量に関連する指

標を用いて推計する必要がある。

本パイロット事業では、「農地等」及び「森林」については、各県及び市の「統計年鑑」に記

載されている農地面積や森林面積、「ゴルフ場」については「市区町村別ゴルフ場敷地面積」

（各県環境部調べ）、「公園」については「市区町村別都市公園面積」（建設省公園緑地課調

べ）、「造園」については、「事業所統計調査報告」（各県統計課）に掲載されている市区町村

別の園芸サービス業従業員数を指標として、県別の排出量に各指標における各地域の対全

県比率をかけることにより、地域別の排出量を推計した。

なお、推計に当たっては、以下の事項を仮定した。

①各地域で使用される農薬の種類は同一県内で変わらない

②地域別の排出量は指標に比例する

また、「農地等」の地域別排出量の推計に当たっては、農地面積の中の「田」、「畑」、「果樹

園」の区分別の面積を用いた。「田」、「畑」、「果樹園」で使用されている農薬の特定は、

「1997年度 農薬の手引」に掲載されている農薬商品別対象作物を参考に行った。 に表Ⅲ-5

各土地利用区分と対象作物の対応を示す。なお、対象物質の排出量は、県別の排出量に対

応する上記土地利用区分に該当する面積の対全県比率をかけて求めることとした。



表Ⅲ-5 土地利用区分に対応する対象作物

土地利用区分 対応する対象作物

「田」 「稲」
「畑」 「野菜」
「果樹園」 「果樹」
「田＋畑」 「稲＋野菜」
「田＋果樹園」 「稲＋果樹」
「畑＋果樹園」 「野菜＋果樹」
「田＋畑＋果樹園」 「稲＋野菜＋果樹」

（ｶ）媒体別排出量の推計

農薬散布における媒体別の排出量については、各対象物質の物性や農薬としての使用法

による各媒体への排出率から推計することができる。排出先の媒体は、大まかには、"畑や果

樹園は土壌"などと把握することができるが、用途によっては、水田のように、水域と土壌への

排出割合の設定が困難な場合もある。

本パイロット事業では、対象物質別の媒体別排出率が得られる物質がほとんどなかったた

め、大気、水域、土壌といった個々の媒体別の推計は行わず、環境排出量としてまとめて扱う

こととした。

（ｷ）推計結果

各中カテゴリーにおいて推計を行った対象物質を 、地域別排出量の推計に用いた表Ⅲ-6

指標を に示す。表 Ⅲ -7

また、これらの推計方法に従って推計した地域別排出量を に示す。表 Ⅲ -8～表Ⅲ-12

なお、農薬は、農薬取締法に基づく審査により、人の健康や生活環境に影響がない使用方

法に限って登録され、環境への影響が生じないような管理のもとに使用されることになってお

り、一般の化学物質とは規制手法が異なる点に留意する必要がある。

（ｸ）推計の精度及び今後の課題

「ゴルフ場」については、各ゴルフ場で使用されている農薬の種類と量に関する資料をもと

に推計を行ったので、精度はかなり高いものと考えられる。

「農地等」における排出量については、「農薬散布」における全排出量から「ゴルフ場」、「森

林」の他、産業連関表により寄与率を求めている「公園」及び「造園」分等を除いた量として推

計を行っているため、対象物質によっては過小に見積もられている可能性がある。

「造園」における排出量については、家庭で使用する園芸用殺虫剤等の分も含まれている

ため、過大に推計されていることが考えられる。



本大カテゴリーの推計に関しては、推計に必要な情報が比較的揃っていたため、推計の精

度はまずまずと考えられる。しかし、農薬散布においては、使用する農薬にかなり地域差が考

えられるため、今後の推計にあたっては、その点も考慮すべきと考える。

表Ⅲ-6 各中カテゴリーで推計を行った対象物質

1 亜 鉛 化 合 物 ○
9 イソキサ チ オ ン ○ ○ ○ ○ ○
1 0 イプロベ ンフォス ○
1 2 エ チ レンオキサイド ○
1 6 クロロタロニル ○ ○ ○ ○ ○
2 6 クロル ピリホスメチ ル ○ ○
2 8 クロロピクリン ○ ○
2 9 シマジン ○ ○
3 1 チ オ ベ ンカルブ ○ ○
3 5 酸 化 フェンブタスズ ○ ○
3 7 シアン化合物 ○
3 8 イソプロチ オ ラン ○ ○ ○
3 9 ダ イアジノン ○ ○ ○ ○
4 0 エ チ ル チ オ メトン ○ ○ ○ ○
4 7 1,3-ジクロロプ ロペ ン ○
5 1 ジクワット ○ ○ ○ ○ ○
5 9 フェニトロチ オ ン ○ ○ ○ ○ ○ ○
6 0 臭 化 メチ ル ○ ○
6 5 クロルピリホス ○ ○ ○
6 8 銅 化 合 物 （溶 解 性 ） ○ ○ ○ ○
7 7 トリフル ラリン ○ ○ ○
8 1 ニッケル 化 合 物 ○ ○
8 3 チ ウラム ○ ○ ○ ○ ○ ○
8 5 パ ラコー ト ○ ○ ○
8 7 ヒ素 及 び そ の 化 合 物 ○
8 9 ＥＰＮ ○ ○ ○
9 1 フェンチ オ ン ○ ○ ○
9 7 プロピザ ミド ○ ○
9 8 プ ロポキスル ○ ○ ○
101 ベンゾエピン ○ ○ ○
102 ペ ンタクロロニトロベ ン ゼ ン ○
106 マ ラソン ○ ○ ○ ○
108 フェノブカルブ ○ ○
112 ジクロル ボ ス ○ ○ ○ ○ ○
118 アルミニウム化合 物 （溶 解 性 ） ○
122 モ リネ ー ト ○
125 エ トフェンプロックス ○ ○ ○ ○ ○
126 カプタン ○ ○ ○ ○ ○
127 カ ル バ リル ○ ○ ○ ○
137 2,4-ジクロロフェノキシ酢 酸 ○ ○
139 ジメトエ ー ト ○ ○ ○
158 フサ ライド ○
162 ブ ロマ シ ル ○ ○ ○
163 トリシクラゾー ル ○ ○
167 マンゼブ ○ ○ ○
168 メソミル ○ ○ ○
170 メチダチオン ○ ○ ○ ○

適 用 対 象

稲
野
菜

公
園

整 理
番 号

物 質 名

農 地 等

造
園

森
林

ゴ
ル
フ
場

果
樹



表Ⅲ-7 地域別排出量の推計に用いた指標

全 県
川 崎 市
臨 海 部

川 崎 市
内 陸 部

川 崎 市
丘 陵 部

湘 南 地 域 全 県
西 三 河
地 域

全 県
北 九 州 市

東 部
北 九 州 市

西 部
面 積 （ha） 4,523 0 14 88 259 5,829 2,979 － － －

対 全 県 比 率 100.0% 0 .0 % 0 .3 % 1 .9 % 5 .7 % 100.0% 51.1% － － －
面 積 （ha） 31,271 0 67 443 563 71,859 31,270 198,000 2,469 1,902

対 全 県 比 率 100.0% 0 .0 % 0 .2 % 1 .4 % 1 .8 % 100.0% 43.5% 100.0% 1 .2 % 1 .0 %
面 積 （ha） 3,213 69 143 226 241 3,987 985 3,425 305 645

対 全 県 比 率 100.0% 2 .1 % 4 .5 % 7 .0 % 7 .5 % 100.0% 24.7% 100.0% 8 .9 % 18.8%
従 業 員 数 （人 ） 1,266 62 47 99 100 609 201 201 27 48

対 全 県 比 率 100.0% 4 .9 % 3 .7 % 7 .8 % 7 .9 % 100.0% 33.0% 100.0% 13.4% 23.9%
面 積 （ha） 5,030 0 6 60 344 51,700 19,435 74,900 1,399 654

対 全 県 比 率 100.0% 0 .0 % 0 .1 % 1 .2 % 6 .8 % 100.0% 37.6% 100.0% 1 .9 % 0 .9 %
面 積 （ha） 13,500 3 174 649 1,289 29,400 5,471 22,500 183 287

対 全 県 比 率 100.0% 0 .0 % 1 .3 % 4 .8 % 9 .5 % 100.0% 18.6% 100.0% 0 .8 % 1 .3 %
面 積 （ha） 4,790 0 15 98 193 6,700 1,747 13,200 95 101

対 全 県 比 率 100.0% 0 .0 % 0 .3 % 2 .0 % 4 .0 % 100.0% 26.1% 100.0% 0 .7 % 0 .8 %
面 積 （ha） 18,530 3 180 709 1,633 81,100 24,906 97,400 1,581 941

対 全 県 比 率 100.0% 0 .0 % 1 .0 % 3 .8 % 8 .8 % 100.0% 30.7% 100.0% 1 .6 % 1 .0 %
面 積 （ha） 9,820 0 21 158 537 58,400 21,182 88,100 1,494 755

対 全 県 比 率 100.0% 0 .0 % 0 .2 % 1 .6 % 5 .5 % 100.0% 36.3% 100.0% 1 .7 % 0 .9 %
面 積 （ha） 18,290 3 189 747 1,482 36,100 7,218 35,700 277 387

対 全 県 比 率 100.0% 0 .0 % 1 .0 % 4 .1 % 8 .1 % 100.0% 20.0% 100.0% 0 .8 % 1 .1 %
面 積 （ha） 23,320 3 195 807 1,826 87,800 26,653 110,600 1,676 1,042

対 全 県 比 率 100.0% 0 .0 % 0 .8 % 3 .5 % 7 .8 % 100.0% 30.4% 100.0% 1 .5 % 0 .9 %
資 料 １：各 県 市 統 計 年 鑑 （従 業 員 数 、土 地 利 用 面 積 ）

資 料 ２：各 県 農 業 技 術 課 等 （ゴル フ場 面 積 ）

資 料 ３：建 設 省 都 市 局 公 園 緑 地 課 （都 市 公 園 面 積 ）

注 ：北 九 州 市 の ゴル フ場 は 区 別 の 農 薬 使 用 量 を 直 接 把 握 したため 面 積 の 欄 は " － " とした。

田 ＋ 普 通 畑 ＋ 果 樹 園

田 ＋ 普 通 畑

田 ＋ 果 樹 園

普 通 畑 ＋ 果 樹 園

ゴル フ場

民 有 地 山 林

都 市 公 園

田

福 岡 県愛 知 県
地 域

神 奈 川 県

普 通 畑

果 樹 園

園 芸 サ ー ビス業



表Ⅲ-8 「農薬散布」における地域別排出量推計結果（農地等）

表Ⅲ-9 「農薬散布」における地域別排出量推計結果（森林）

神 奈 川
県

愛 知 県 福 岡 県
川 崎 市
臨 海 部

川 崎 市
内 陸 部

川 崎 市
丘 陵 部

神 奈 川
県 湘 南

愛 知 県
西 三 河

北 九 州
市 東 部

北 九 州
市 西 部

1 亜 鉛 化 合 物 7 461 186 0 0 0 0 120 1 1
9 イソキサチオン 3,707 6,371 10,304 0 31 128 290 1,934 156 9 7
10 イプロベ ンフォス 1,149 20,668 9,849 0 1 14 79 7,770 184 8 6
12 エチレンオキサイド 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
16 クロロタロニル 2,082 6,307 4,968 0 22 85 169 1,261 39 5 4
26 クロル ピリホスメチ ル 46 570 1,047 0 0 2 4 175 17 1 0
28 クロロピクリン 18,650 139,213 117,907 3 181 714 1,644 42,753 1,914 1,139
29 シマジン 1,757 3,394 1,609 0 23 84 168 632 13 2 0
31 チオベンカルブ 4,248 25,072 24,769 1 41 163 374 7,700 402 239
35 酸 化 フェンブタスズ 274 525 685 0 3 11 22 105 5 7
37 シアン化合物 8,275 1,983 0 0 26 169 333 517 0 0
38 イソプロチオラン 0 13,865 8,587 0 0 0 0 5,029 146 7 4
39 ダイアジノン 4,556 18,663 10,165 1 38 158 357 5,665 154 9 6
40 エチルチオメトン 3,730 5,845 5,947 0 31 129 292 1,774 90 5 6
47 1,3-ジクロロプロペ ン 243,469 485,917 317,708 54 3,143 11,705 23,247 90,423 2,577 4,047
51 ジクワット 1,791 3,440 4,174 0 15 62 140 1,044 63 3 9
59 フェニトロチオン 7,260 26,384 29,974 1 61 251 568 8,009 454 282
60 臭 化 メチ ル 73,192 322,128 299,676 12 710 2,800 6,450 98,926 4,866 2,895
65 クロルピリホス 104 1,727 2,567 0 1 4 8 345 20 2 8
68 銅 化 合 物 （溶 解 性 ） 16,960 7,062 50,618 2 142 587 1,328 2,144 767 477
77 トリフル ラリン 330 1,716 7,503 0 4 16 32 319 61 9 6
81 ニッケル 化 合 物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
83 チウラム 323 1,321 2,403 0 3 11 25 401 36 2 3
85 パ ラコート 2,315 4,781 6,138 0 19 80 181 1,451 93 5 8
87 ヒ素 及 び そ の 化 合 物 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0
89 ＥＰＮ 740 6,726 2,356 0 6 26 58 2,042 36 2 2
91 フェンチオン 1,447 8,627 8,597 0 14 55 128 2,649 140 8 3
97 プロピザミド 566 945 823 0 7 27 54 176 7 1 0
98 プロポキスル 59 755 333 0 1 2 5 232 5 3
101 ベンゾエピン 540 5,468 1,612 0 6 22 44 1,093 13 1 7
102 ペンタクロロニトロベンゼン 1,224 9,152 0 0 16 59 117 1,703 0 0
106 マラソン 2,744 4,615 10,116 0 23 95 215 1,401 153 9 5
108 フェノブカルブ 759 7,614 4,178 0 1 9 52 2,862 78 3 7
112 ジクロルボス 5,229 15,352 6,439 1 54 214 424 3,070 50 7 0
118 アルミニウム化合 物 （溶 解 性 ） 0 70 93 0 0 0 0 13 1 1
122 モリネート 510 4,092 0 0 1 6 35 1,538 0 0
125 エトフェンプロックス 347 5,062 5,564 0 3 12 27 1,537 84 5 2
126 カプタン 1,356 4,662 3,954 0 11 47 106 1,415 60 3 7
127 カルバリル 1,736 4,515 3,956 0 15 60 136 1,371 60 3 7
137 2,4-ジクロロフェノキシ酢酸 2,281 2,280 2,941 0 2 27 156 857 55 2 6
139 ジメトエート 2,681 5,270 915 0 22 93 210 1,600 14 9
158 フサ ライド 152 5,354 15,766 0 0 2 10 2,013 294 138
162 ブロマシル 443 1,912 628 0 1 9 18 499 5 5
163 トリシクラゾール 37 852 5,286 0 0 0 3 320 99 4 6
167 マンゼブ 22,558 48,783 127,048 4 233 921 1,828 9,754 986 1,378
168 メソミル 4,101 17,649 17,470 1 40 157 361 5,420 284 169
170 メチダチオン 678 4,808 7,492 0 7 28 55 961 58 8 1

444,414 1 ,261,974 1,142,353 83 4,959 19,045 39,753 321,023 14,540 12,142
注 １：各 県 内 の 地 域 配 分 は 、対 象 物 質 の 使 用 される作物（稲 ・野 菜 ・果 物 ）の 種 類 別 に 農 地 面 積 （田 ・畑 ・果 樹 園 ）で割り振 ったもの。
注２：地 域 配 分 に お い て 、複 数 の 作 物 （例 えば 稲 と野 菜 ）を対象とす る農 薬 の 地 域 配 分 では 、対 応 す る農 地 面 積 （例えば「田 ＋ 畑 」
       の 面 積 ）で割り振 っており、作 物 別 の 面 積 当 た り標 準 使 用 量 の 違 い は 考 慮 していない。

合　　計

整 理
番 号

物 質 名
農 地 に お ける排 出 量 （k g ／ 年 ）

神 奈 川
県

愛 知 県 福 岡 県
川 崎 市
臨 海 部

川 崎 市
内 陸 部

川 崎 市
丘 陵 部

神 奈 川
県 湘 南

愛 知 県
西 三 河

北 九 州
市 東 部

北 九 州
市 西 部

59 フェニトロチオン 0 629 6 5 0 0 0 0 274 1 1
127 カルバリル 0 2,027 0 0 0 0 0 882 0 0

0 2,656 65 0 0 0 0 1,156 1 1合　　計

対 象 物 質
森 林 に お ける排 出 量 （k g ／ 年 ）



表Ⅲ-10 「農薬散布」における地域別排出量推計結果（ゴルフ場）

表Ⅲ-11 「農薬散布」における地域別排出量推計結果（造園）

表Ⅲ-12 「農薬散布」における地域別排出量推計結果（公園）

神 奈 川
県

愛 知 県 福 岡 県
川 崎 市
臨 海 部

川 崎 市
内 陸 部

川 崎 市
丘 陵 部

神 奈 川
県 湘 南

愛 知 県
西 三 河

北 九 州
市 東 部

北 九 州
市 西 部

9 イソキサチオン 1,320 1,393 415 0 4 26 75 943 19 264
16 クロロタロニル 279 273 346 0 1 5 16 3 3 28 0
29 シマジン 0 0 52 0 0 0 0 0 20 0
38 イソプロチオラン 2,349 1,279 275 0 7 46 134 652 5 39
39 ダイアジノン 2,361 744 326 0 7 46 135 356 22 23
59 フェニトロチオン 1,829 1,124 1,208 0 6 36 105 417 336 56
65 クロルピリホス 5 6 59 244 0 0 1 3 4 2 87 157
68 銅 化 合 物 （溶 解 性 ） 4 5 45 1,622 0 0 1 3 0 6 0
83 チウラム 151 167 168 0 0 3 9 2 5 17 0
91 フェンチオン 125 0 275 0 0 2 7 0 0 0
97 プロピザミド 331 516 49 0 1 6 19 237 0 49
98 プロポキスル 5 4 125 11 0 0 1 3 6 7 0 0

112 ジクロルボス 9 0 449 0 0 0 1 0 0 0
125 エトフェンプロックス 4 8 298 224 0 0 1 3 175 0 20
126 カプタン 1 2 210 219 0 0 0 1 0 0 0
137 2,4-ジクロロフェノキシ酢 酸 2 5 0 94 0 0 0 1 0 0 0
167 マンゼブ 7 6 141 4,070 0 0 1 4 141 0 32
168 メソミル 4 0 560 0 0 0 0 0 0 0

9,074 6,373 10,607 0 28 177 519 3,087 541 640合　　計

整 理
番 号

物 質 名
ゴル フ場における排 出 量 （k g ／ 年 ）

神 奈 川
県

愛 知 県 福 岡 県
川 崎 市
臨 海 部

川 崎 市
内 陸 部

川 崎 市
丘 陵 部

神 奈 川
県 湘 南

愛 知 県
西 三 河

北 九 州
市 東 部

北 九 州
市 西 部

16 クロロタロニル 1,664 5,042 3,971 8 2 62 130 131 1,664 533 948
40 エチルチオメトン 2,981 4,672 4,754 146 111 233 235 1,542 639 1,135
51 ジクワット 1,432 2,750 3,337 7 0 53 112 113 908 448 797
77 トリフルラリン 264 1,372 5,998 1 3 10 21 21 453 806 1,432
83 チウラム 258 1,056 1,921 1 3 10 20 20 349 258 459
108 フェノブカルブ 607 6,087 3,339 3 0 23 47 48 2,009 449 797
112 ジクロルボス 4,180 12,272 5,147 205 155 327 330 4,050 691 1,229
126 カプタン 1,084 3,726 3,160 5 3 40 85 86 1,230 425 755
162 ブロマシル 354 1,528 502 1 7 13 28 28 504 67 120
163 トリシクラゾール 3 0 681 4,225 1 1 2 2 225 568 1,009
170 メチダチオン 542 3,844 5,989 2 7 20 42 43 1,269 804 1,430

13,396 43,029 42,343 656 497 1,048 1,058 14,202 5,688 10,112合　　計

整 理
番 号

物 質 名
造園における排 出 量 （k g ／ 年 ）

神 奈 川
県

愛 知 県 福 岡 県
川 崎 市
臨 海 部

川 崎 市
内 陸 部

川 崎 市
丘 陵 部

神 奈 川
県 湘 南

愛 知 県
西 三 河

北 九 州
市 東 部

北 九 州
市 西 部

9 イソキサチオン 1,048 1,048 1,048 2 2 47 74 79 259 93 197
16 クロロタロニル 1,018 1,018 1,018 2 2 45 71 76 252 91 192
51 ジクワット 876 876 876 1 9 39 61 66 216 78 165
59 フェニトロチオン 2,052 2,052 2,052 4 4 91 144 154 507 183 387
77 トリフルラリン 162 162 162 3 7 11 12 4 0 14 30
83 チウラム 158 158 158 3 7 11 12 3 9 14 30

101 ベンゾエピン 153 153 153 3 7 11 11 3 8 14 29
106 マラソン 776 776 776 1 7 35 54 58 192 69 146
112 ジクロルボス 2,557 2,557 2,557 5 5 114 180 192 632 228 482
125 エトフェンプロックス 9 8 98 98 2 4 7 7 2 4 9 18
162 ブロマシル 216 216 216 5 10 15 16 5 3 19 41
170 メチダチオン 332 332 332 7 15 23 25 8 2 30 62

9,446 9,446 9,446 202 420 663 709 2,334 841 1,780合　　計

整 理
番 号

物 質 名
公園における排 出 量 （k g ／ 年 ）



２ 移動発生源における排 出 量 の 推 計

（ｱ）本パイロット事業で推計を行った範囲

対象物質を含む排ガスを出す移動発生源としては、自動車（乗用車、軽貨物車、トラック・バ

ス）の他、二輪車、船舶、航空機、鉄道、建設・農業・産業機械が考えられる。

このうち、航空機については、昨年度はパイロット事業の対象地域内に空港がなかったため

推計を行わなかったが、平成10年度は北九州市が対象地域に追加されたことを受け、当該地

域にある北九州空港を対象に推計を行った。また、建設・農業・産業機械については、推計に

必要なデータがほとんど得られなかったため、本パイロット事業では推計を行わないこととした。

（ｲ）推計の概要

移動発生源からの排ガスには、ガソリンなどの燃料の燃焼に伴って排出される炭化水素類

やアルデヒド類等が含まれている。移動発生源からの対象物質の排出量は、一般に移動発生

源の種類別の対象物質の走行距離当たり（又は燃料消費量当たり）の排出量と走行距離（又

は燃料消費量）との積から推計することができる。

我が国における車種別・対象物質別の排出原単位の実測データは極めて乏しいが、自動

車の場合、使用している燃料や排気浄化装置等に違いがあるので、むやみに他国の排出原

単位等のデータを用いることはできない。

このため、本パイロット事業においては、自動車、二輪車に関しては、原則として、我が国の

実測データをもとに算出した走行距離当たりの排出原単位等を用いて推計を行うこととした。

航空機についても、国内での実測データをもとに推計を行うこととした。

なお、船舶、鉄道に関しては、我が国に種類別・対象物質別の排出原単位の設定に必要な

実測データがないこと、国による違いが自動車ほど大きくないと考えられることから、欧州の燃

料消費量あたりの排出原単位等を用いて推計を行うこととした。

（ｳ）移動発生源におけるカテゴリー別排出量の推計

本パイロット事業で推計を行った、「自動車（乗用車、軽貨物車、トラック・バス）」、「二輪

車」、「船舶」、「鉄道」及び「航空機」について、以下に推計方法を示す。

（１）自動車（乗用車、軽貨物車、トラック・バス）

「自動車」からの対象物質別の地域別排出量は、一般に単位走行距離当たりの排出係数と

地域における車種別走行台キロから求める。平成9年度は燃料消費量あたりの排出係数を用

いたが、平成10年度は一般的な推計方法である走行距離あたりの排出係数を用いて推計を

行った。

排出量推計フローを に示す。図Ⅲ-3



①我が国の車種 ⑤観測地点別 ⑥観測地点
別排出ガス測定 ・車種別12時 別区間距離
データ 間走行台数 （km）

（台／12h）

②我が国の車種 ③欧州の燃料別
別・対象物質別 排出ガス中の対
の排出係数 象物質構成比
（mg／km） （％） ⑧道路交通セ ⑦地域別・車*注

ンサスと排出 種別年間走行
係数の車種区 台キロ
分の対応関係 （台キロ／年）

④車種別・
対象物質別
排出係数
（mg／km） ⑨排出係数の車

種区分での地域
別走行台キロ
（台キロ／年）

*注:①が得られなかった

車種、物質に限る

⑩地域別・対象物質
別排出量（kg／年）

図Ⅲ-3 「自動車」における排出量推計フロー

＜推計対象物質の設定＞

今回、推計を行う対象物質は、以下の８物質とした。

アセトアルデヒド、キシレン類、トルエン、1,3-ブタジエン、ベンゼン、

ホルムアルデヒド、エチルベンゼン、ベンゾ[ａ]ピレン（多環芳香族炭化水素）

＜排出係数の推定＞

推計に用いる排出係数は、環境庁が収集した国内車両の実測データから算出した。

各対象物質の排出係数について、燃料別車種別にまとめたものを に表Ⅲ-13～表Ⅲ-14

示す。

なお、各表中の、（ ）付きの数値は、他の車種の実測値から推測した値であることを示

し、＊印を付した数値は１台のみのデータから算出したものであることを示す。また、トラック

・バスの区分は、軽量車が車両総重量１．７トン以下、中量車が同１．７トン超え２．５トン以下、

重量車は同２．５トン超え、軽貨物車は検査対象軽自動車のうち乗用車を除いたものを示す。

なお、乗用車は軽乗用車を含む。



表Ⅲ-13 ガソリン車の排出係数＜推定＞
（単位：mg/km）

車 種 乗用車 軽貨物車 軽 量 中 量 重 量
物質名 トラック・バス トラック・バス トラック・バス

アセトアルデヒド 0.092 0.23 (0.092) 0.08 0.36
キシレン類 (1.1) (36) (1.1) (3.6) (13)
トルエン 1.6* (15) (1.6) 1.5 4.9

1,3-ブタジエン 0.098 0.64 (0.098) 0.11 0.26
ベンゼン 0.62 21 (0.62) 2.1 7.4

ホルムアルデヒド 0.092 0.19 (0.092) 0.11 0.34
エチルベンゼン (0.27) (9.0) (0.27) (0.90) (3.2)
ベンゾ[ａ]ピレン

（注）・軽量トラック・バスは乗用車と同一と仮定した。
・軽貨物車のトルエンについては、中量トラック・バスの実測データからベンゼン：トルエン比率を算出し、それをベンゼ

ンの排出係数にかけて算出した。
・キシレン類及びエチルベンゼンについては、欧州の自動車からの揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の排出の構成に関する

資料［"Emission Inventory Guidebook"(EMEP/CORINAIR)］より、下記のガソリン４ストロークエンジン車（三元触媒
装着）のＶＯＣ中の対象物質の含有率の比を用いてベンゼンの値から推定した。

ベンゼン：キシレン類：エチルベンゼン＝3.5：6.0：1.5
・（ ）は実測データに基づかない推測値であり、*印は1台のみのデータを示す。

表Ⅲ-14 ディーゼル車の排出係数＜推定＞
（単位：mg/km）

車 種 乗用車 軽 量 中 量 重 量
物質名 トラック・バス トラック・バス トラック・バス

アセトアルデヒド 3.4 (3.4) 5.2* 27
キシレン類 (1.0) (1.0) (4.3) (5.8)
トルエン 0.44 (0.44) (1.9) 2.6

1,3-ブタジエン 1.0 (1.0) 3.1* 4.2
ベンゼン 1.0 (1.0) 4.3* 5.8

ホルムアルデヒド 8.3 (8.3) 15* 64
エチルベンゼン (0.25) (0.25) (1.1) (1.5)
ベンゾ[ａ]ピレン 0.00020 (0.00020) (0.00068) 0.00068

(注）・軽量トラック・バスは乗用車と同一と仮定した。
・中量トラック・バスのベンゾ[ａ]ピレンは重量トラック・バスと同一と仮定した。また、トルエンについては、重量トラック・

バスの実測データからベンゼン：トルエン比率を算出し、それをベンゼンの排出係数にかけて算出した。
・キシレン類及びエチルベンゼンについては、欧州の自動車からの揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の排出の構成に関する

資料［"Emission Inventory Guidebook"(EMEP/CORINAIR)］より、下記のディーゼル車のＶＯＣ中の対象物質の含
有率の比を用いてベンゼンの値から推計した。

ベンゼン：キシレン類：エチルベンゼン＝2.0：2.0：0.5
・（ ）は実測データに基づかない推測値であり、*印は1台のみのデータを示す。

＜車種別走行台キロの推計＞

表Ⅲ-13、表Ⅲ-14に示した排出係数を用いて地域別の対象物質排出量を推計するため

には、これらと同じ車種区分での地域別走行台キロを推計する必要がある。地域別走行台

キロは「平成９年度道路交通センサス」（建設省道路局）によって把握することができるが、

そこで採用されている車種区分は排出係数で採用されている車種区分と異なっているため、



両者の関係を整理する必要がある。

両者の関係は、「自動車ガイドブック」（社団法人自動車工業振興会）に掲載されている

各自動車について、それぞれの車両総重量（kg）、使用燃料、総排気量（cc）、モード燃費

（km／ﾘｯﾄﾙ）、保有台数（台）、年間平均走行距離（km／台・年）を整理することにより、燃料

消費量ベースで対応関係を整理した。但し、ここで車種別保有台数は「自動車保有車両

数」（運輸省自動車交通局）に基づくものであり、年間平均走行距離は、「運輸関係エネル

ギー要覧」（運輸省運輸政策局情報管理部）に示された車種別走行距離を当該車種区分

の保有台数で割って推計したものである。

このようにして推計した車種区分の対応関係を に示す。表Ⅲ-15

表Ⅲ-15 道路交通センサスと排出係数の車種区分の対応関係

車種区分Ａ 軽 軽 小 型 普 通
乗 用 車 バ ス 貨 客 車 特 種 車

車種区分Ｂ 乗 用 車 貨 物 車 貨 物 車 貨 物 車

ガソリン乗用車 100.0% 86.3%

ガソリン軽貨物車 100.0%

ガソリン軽量
34.2% 1.7%

トラック・バス

ガソリン中量
58.3% 30.1% 0.1% 1.5%

トラック・バス

ガソリン重量
0.3% 33.1% 0.7% 0.6% 1.7%

トラック・バス

ディーゼル乗用車 13.7%

ディーゼル軽量
15.0%

トラック・バス

ディーゼル中量
5.7% 4.1% 19.9% 1.0% 1.7%

トラック・バス

ディーゼル重量
94.0% 4.4% 98.3% 93.5%

トラック・バス

合 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

注１：表中の百分率は車種区分Ａの当該割合が車種区分Bに該当することを示す（燃料消費量ベース）。
注２：「ＬＰＧ乗用車」は「ガソリン乗用車」に含めることとした。
注３：貨物車とバスの車種区分は以下のとおりである。

軽 ：排気量660cc以下の軽自動車
軽量：車両総重量1.7トン以下の普通自動車及び小型自動車
中量：車両総重量1.7トン超2.5トン以下の普通自動車及び小型自動車
重量：車両総重量2.5トン超の普通自動車及び小型自動車

道路交通センサスの区間別・車種別走行台キロを地域別に集計し、さらに全国平均の車

種別カバー率で割り戻した結果を に示す。これを表Ⅲ-15の対応関係に基づいて表Ⅲ-16

排出係数の車種区分に換算した結果を に示す。表Ⅲ-17



表Ⅲ-16 地域別車種別走行台キロ（その１）

表Ⅲ-17 地域別車種別走行台キロ（その２）

年 間 走 行 台 キロ（千 台 k m ／ 年 ）

軽乗用車 乗用車 バ ス 軽 貨 物 車 小 型 貨 物 車 貨客車 普 通 貨 物 車 特種車
自動車
合 計

川 崎 市 臨 海 部 13,643 412,298 9,212 27,901 61,076 99,489 178,770 32,356 834,744
川 崎 市 内 陸 部 25,148 523,010 8,377 67,787 89,195 157,950 119,526 34,257 1,025,249
川 崎 市 丘 陵 部 22,441 511,584 8,595 56,373 73,142 134,112 146,536 35,682 988,464
湘 南 地 域 66,559 753,246 11,622 100,807 99,711 133,438 148,201 34,285 1,347,870
西 三 河 地 域 585,602 4 ,172,399 56,665 622,410 538,654 987,835 1 ,242,344 210,142 8,416,051
北 九 州 市 東 部 289,761 1 ,468,829 33,085 369,822 149,643 291,622 348,228 89,487 3,040,477
北 九 州 市 西 部 225,874 1 ,025,480 23,651 262,207 93,608 184,952 161,600 42,392 2,019,763

合　　計 1,229,029 8 ,866,847 151,207 1 ,507,307 1 ,105,028 1,989,397 2 ,345,204 478,601 17,672,619

地 域

年 間 走 行 台 キロ（千 台 k m ／ 年 ）

ガソリン乗
用 車

ガソリン軽
貨 物 車

ガソリン軽
量 トラック・

バ ス

ガソリン中
量 トラック・

バ ス

ガソリン重
量 トラック・

バ ス

デ ィー ゼ ル
乗 用 車

デ ィー ゼ ル
軽量トラッ
ク・バ ス

デ ィー ゼ ル
中量トラッ
ク・バ ス

デ ィー ゼ ル
重量トラッ
ク・バ ス

自 動 車
合 計

川 崎 市 臨 海 部 369,499 27,901 34,576 66,214 22,633 56,442 14,964 25,140 217,375 834,744
川 崎 市 内 陸 部 476,560 67,787 54,608 100,227 31,987 71,597 23,757 37,358 161,368 1 ,025,249
川 崎 市 丘 陵 部 463,992 56,373 46,476 83,715 26,709 70,033 20,171 32,246 188,748 988,464
湘 南 地 域 716,689 100,807 46,223 98,996 35,498 103,116 20,070 33,367 193,104 1 ,347,870
西 三 河 地 域 4,186,819 622,410 341,455 615,918 196,848 571,181 148,577 237,815 1 ,495,025 8 ,416,051
北 九 州 市 東 部 1,557,514 369,822 101,259 176,744 55,403 201,075 43,862 71,039 463,757 3 ,040,477
北 九 州 市 西 部 1,110,971 262,207 63,981 111,087 34,088 140,383 27,818 44,337 224,891 2 ,019,763

合　　計 8,882,044 1 ,507,307 688,578 1 ,252,901 403,167 1 ,213,827 299,219 481,302 2 ,944,269 17,672,619

地 域



＜推計結果＞

上記で推定した燃料別車種別排出係数及び地域別車種別走行台キロを用いて算定した、

地域別対象物質排出量の推計結果を に示す。なお、ＬＰＧ乗用車については、ガ表Ⅲ-18

ソリン乗用車と同じ排出係数を用いて推計した。

表Ⅲ-18 自動車における地域別対象物質排出量の推計結果

（単位：kg/年）

＜推計の精度及び今後の課題＞

排出係数の推定に用いた排ガス中の対象物質に関する実測データについて、平成10年

度のパイロット事業では実測データを新たに追加して排出係数の算定を行ったものの、依

然としてデータ数は限られており、また、測定における検出限界の問題やデータのばらつき

があること等から、排出量の推計値のデータの精度はあまり高くないものと考えられる。さら

に、対象車両は最新規制適合のもの又はその一つ前の規制のものが中心であり、必ずしも

現状の車種構成を代表した排出係数とはなっていないことにも留意する必要がある。

これら、実測データの不足による問題に加えて、今後の排出ガス規制の強化に伴い、各

車種とも排出係数が変化することが見込まれるため、今後の推計においては、実測データ

の更なる蓄積に努め、推計に用いる係数等を適宜更新し、排出係数等の精度向上に努め

る必要がある。

（２）二輪車

二輪車からの対象物質の排出量は、平成9年度は炭化水素の国内排出総量の試算値に炭

化水素中の対象物質を掛けて推計を行ったが、平成10年度は自動車の場合と同様に、走行

距離当たりの排出係数に地域別の二輪車走行台キロを掛けて推計した。

排出量推計フローを に示す。図Ⅲ-4

四 輪 車 排 出 量 （k g ／ 年 ）

対 象 物 質
川 崎 市
臨 海 部

川 崎 市
内 陸 部

川 崎 市
丘 陵 部

神 奈 川 県
湘 南 地 域

愛 知 県
西 三 河 地 域

北 九 州 市
東 部

北 九 州 市
西 部

対 象 地 域
合 計

アセトア ル デ ヒド 6,300 4 ,959 5,647 5,920 44,729 13,995 7 ,064 88,615
キシレン類 3,422 4 ,993 4,563 6,673 42,578 19,735 13,238 95,202
トル エ ン 1,920 2 ,706 2,510 3,675 23,125 10,186 6 ,890 51,013
1,3-ブタジエン 1,133 1 ,004 1,085 1,197 8,697 2 ,846 1 ,554 17,516
ベ ン ゼ ン 2,583 3 ,392 3,197 4,447 29,042 12,816 8 ,384 63,861
ホル ムア ル デ ヒド 14,939 11,763 13,388 13,994 105,892 33,040 16,636 209 ,653
エ チ ル ベ ン ゼ ン 864 1,253 1,147 1,673 10,693 4 ,948 3 ,314 23,892
ベ ンゾ［ａ]ピレン 0 .1 8 0 .1 5 0 .17 0 .18 1 .32 0 .41 0 .22 2 .63



①我が国の二輪
車排出ガス測定
データ

②我が国の二輪 ③欧州の燃料別
車による対象物 排出ガス中の対
質別の排出係数 象物質構成比 ⑤観測地点別 ⑥観測地点
（mg／km） （％） の二輪車12時 別区間距離*注

間走行台数 （km）
（台／12h）

④二輪車の
対象物質別
排出係数 ⑦地域別の二
（mg／km） 輪車年間走行

台キロ
（台キロ／年）

⑩地域別・対象物質 *注:①が得られなかった物質に限る。

別排出量（kg／年）

図Ⅲ-4 「二輪車」における排出量推計フロー

＜推計対象物質の設定＞

今回、推計を行う対象物質は、以下の７物質とした。

アセトアルデヒド、キシレン類、トルエン、1,3-ブタジエン、ベンゼン、

ホルムアルデヒド、エチルベンゼン

＜排出係数の推定＞

二輪車による対象物質の排出係数は、環境庁が収集した国内車両の実測データをもとに

算出した。

なお、（ ）付きで数値を示したトルエン、キシレン類及びエチルベンゼンについては、欧

州の自動車からの揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の排出の構成に関する資料［"Emission In

ventory Guidebook"(EMEP/CORINAIR)］より、下記のガソリンエンジン車のＶＯＣ中の対象

物質の含有率の比を用いて、ベンゼンの実測値から推定した。 に推定結果を示す。表 Ⅲ -19



表Ⅲ-19 対象物質別の排出係数＜推定＞

排出係数
（mg／km）

6 アセトアルデヒド 4.3

21 キシレン類 (238.5)

79 トルエン (301.3)

92 1,3-ブタジエン 10.5

100 ベンゼン 133.9

105 ホルムアルデヒド 10.9

123 エチルベンゼン (50.2)

注:キシレン類、トルエン及びエチルベンゼンについては、欧州の［"Emission Inventory Guidebook"(EMEP/CORINAIR)］

より、下記のガソリンエンジン車の揮発性有機化合物中の対象物質の含有率の比を用いてベンゼン値から推定した。

ベンゼン：トルエン：キシレン類：エチルベンゼン＝3.2：7.2：5.7：1.2

＜地域別の二輪車走行台キロの推計配分＞

二輪車の地域別年間走行台キロは、「平成９年度道路交通センサス」における「二輪車

類」の走行台数、区間距離、及び昼夜率により求めた。また、自動車と同様に、走行台キロ

における道路交通センサスのカバー率で割り戻すことで補正を行った（カバー率は軽乗用

車と同じと仮定した）。

二輪車の地域別年間走行台キロをまとめたもの に示す。表Ⅲ-20

表Ⅲ-20 二輪車における地域別年間走行台キロ

走行台キロ
（千台キロ／年）

全国 17,060,106

川崎市臨海部 20,476

川崎市内陸部 63,164

川崎市丘陵部 49,075

神奈川県湘南地域 83,173

愛知県西三河地域 111,206

北九州市東部 54,987

北九州市西部 45,849

対象地域合計 427,930

資料：「平成９年度道路交通センサス」(建設省)



＜推計結果＞

上記で推定した対象物質別全国排出量及び地域別年間走行台キロを用いて推計した、

地域別対象物質排出量の推計結果を に示す。表Ⅲ-21

表Ⅲ-21 二輪車における地域別排出量推計結果
（単位：kg／年）

川 崎 川 崎 川 崎 神 奈 川 愛 知
物質名

臨 海 部 内 陸 部 丘 陵 部 湘 南 西 三 河

アセトアルデヒド 88 272 211 358 478
キシレン類 4,884 15,065 11,704 19,837 26,523
トルエン 6,169 19,031 14,786 25,060 33,506
1,3-ブタジエン 215 663 515 873 1,168
ベンゼン 2,742 8,458 6,571 11,137 14,890
ホルムアルデヒド 223 688 535 907 1,212
エチルベンゼン 1,028 3,171 2,464 4,175 5,583

北 九 州 北 九 州 対象地域
物質名

東 部 西 部 合 計

アセトアルデヒド 236 197 1,840
キシレン類 13,114 10,935 102,061
トルエン 16,568 13,814 128,935
1,3-ブタジエン 577 481 4,493
ベンゼン 7,363 6,139 57,300
ホルムアルデヒド 599 500 4,664
エチルベンゼン 2,760 2,302 21,482

＜推計の精度及び今後の課題＞

二輪車から排出される排ガス中の対象物質に関する実測データは、二輪車の排出ガス規

制が開始されたのが平成10年からであることもあり、四輪車に比べてデータ数が非常に少

ない。このため、排出量の推計値のデータの精度はあまり高くないものと考えられる。

これらの実測データの不足による問題に加えて、今後の排出ガス規制の強化に伴い排出

係数が変化することが見込まれるため、今後の推計においては、実測データの更なる蓄積

に努め、推計に用いる係数等を適宜更新し、排出係数等の精度向上に努める必要がある。



（３）船舶

船舶からの対象物質の排出量は、対象物質別排出原単位の推定に利用できるデータが我

が国にないため、欧州の単位燃料消費量当たりの排出原単位と地域別の燃料消費量から推

計を行うこととした。

排出量推計フローを に示す。図Ⅲ-5

④港湾区域内に ⑤港湾別の港
①欧州の船舶 ②欧州におけ おける船舶大き 湾区域内にお
によるＶＯＣ排 る船舶排出ガ さ別の航行・停 ける平均往復
出係数 ス中の対象物 泊モード等 距離（km）
（g／kg-燃料） 質構成比（％）

⑥港湾別・船 ⑦港湾別・船舶大
舶大きさ別の きさ別の港湾区域
入港船舶数 内における燃料消
（隻・回／年） 費量（kg／回）

③船舶による対
象物質別排出係
数（g／kg-燃料）

⑧港湾別の港湾区域内に
おける年間燃料消費量
（ﾄﾝ／年）

⑨港湾別の港湾区域内におけ
る対象物質排出量（kg／年）

⑩地域別の船舶による対
象物質排出量（kg／年）

図Ⅲ-5 「船舶」における排出量推計フロー

＜推計対象物質＞

今回、推計を行う対象物質は、以下の７物質とした。

アセトアルデヒド、キシレン類、トルエン、1,3-ブタジエン、ベンゼン、ホルムアルデヒド、

エチルベンゼン



＜排出係数の設定＞

船舶の排出係数は、欧州の船舶の単位燃料消費量当たりの揮発性有機化合物

（ＶＯＣ）の排出原単位（＝２．４０ｇ／ｋｇ－燃料）に対象物質別のＶＯＣ中の構成比をかけて

求めた。 に対象物質別の排出係数を示す。なお、欧州の資料では、燃料別に排出表Ⅲ-22

係数やＶＯＣ構成比を求めていない。

表Ⅲ-22 船舶排ガスにおける対象物質別排出係数＜推定＞

物質名 ＶＯＣ構成比 排出係数
(g/kg-燃料)

アセトアルデヒド ２．０％ ０．０４８
キシレン類 ２．０％ ０．０４８
トルエン １．５％ ０．０３６
1,3-ブタジエン ２．０％ ０．０４８
ベンゼン ２．０％ ０．０４８
ホルムアルデヒド ６．０％ ０．１４４
エチルベンゼン ０．５％ ０．０１２

（出典）VOC構成比："Emission Inventory Guidebook"(EMEP/CORINAIR)

＜燃料消費量の推定＞

船舶に関しては、燃料を消費した地域を特定することが困難なため、ここでは、”船舶か

らの排ガスの寄与は、港湾区域（又は漁港の区域）のみ”と仮定し、各港湾別（又は漁港

別）の燃料消費量を求めて、それらが立地する地域に配分した。

港湾別船舶燃料消費量は、「日本の港湾」（運輸省港湾局）に基づき代表的な航路設定

を行い、港湾区域内の平均往復距離を求め、航行モードをＳｌｏｗ（航行速度３．０～３．５ノ

ット）と仮定し、船舶の規模別入港数［「港湾統計」（運輸省運輸政策局）］、定格燃料消費

量、機関稼働時間、機関負荷率［以上平成８年度環境庁委託業務結果報告書「平成８年度

船舶排出大気汚染物質削減手法検討調査報告書」］から求めた。各港湾別船舶燃料消費

量の推定結果を に示す。表Ⅲ-23



表Ⅲ-23 港湾別船舶燃料消費量

定 格 燃 料 消 費 量 （kg／隻・時 ） 機 関 負 荷 率
港 湾 区 域 内

平 均 往 復 距 離
（km）

船 舶 の 大 きさ
（トン）

平 均 トン数
（トン ／ 隻 ）

主 機 補 機
補 助

ボイラー
入 港 船 舶

（隻 ・回 ／ 年 ）
モード

稼 働 時 間
（時 ／ 回 ）

主 機 補 機
補 助

ボイラー
燃 料 消 費 量
（ﾄ ﾝ ／ 年 ）

燃 料 消 費 量
合 計

（ﾄ ﾝ ／ 年 ）
川 崎 港 12.8 ～500 260.7 161.2 16.2 49.7 33,161 停 泊 （非 荷 役 ） 0.0 － 42% 50% 0

停 泊 （荷 役 ） 6.8 － 54% 70% 9,816
航 行 2.3 26% － － 3,202

500～5,000 1,059.3 313.8 30.3 65.5 18,310 停 泊 （非 荷 役 ） 7.7 － 47% 55% 7,088
停 泊 （荷 役 ） 8.6 － 62% 61% 9,251
航 行 2.3 21% － － 2,780

5,000～10,000 5,821.2 704.9 65.0 91.6 613 停 泊 （非 荷 役 ） 6.9 － 48% 50% 326
停 泊 （荷 役 ） 12.6 － 56% 55% 670
航 行 2.0 11% － － 9 4

10,000～ 12,083.2 997.2 90.2 105.8 348 停 泊 （非 荷 役 ） 12.2 － 52% 52% 433
停 泊 （荷 役 ） 27.1 － 63% 60% 1,134
航 行 2.0 11% － － 7 5

湘 南 港 0.9 ～500 5.0 24.6 2.7 22.8 6,830 停 泊 （非 荷 役 ） 0.0 － 42% 50% 0
停 泊 （荷 役 ） 6.8 － 54% 70% 811
航 行 0.2 26% － － 7

衣 浦 港 15.0 ～500 307.3 174.3 17.4 51.4 4,556 停 泊 （非 荷 役 ） 0.0 － 42% 50% 0
停 泊 （荷 役 ） 6.8 － 54% 70% 1,405
航 行 2.7 26% － － 557

500～5,000 2,253.4 449.1 42.5 76.0 1,864 停 泊 （非 荷 役 ） 7.7 － 47% 55% 886
停 泊 （荷 役 ） 8.6 － 62% 61% 1,165
航 行 2.7 21% － － 474

5,000～10,000 5,567.9 690.2 63.7 90.8 244 停 泊 （非 荷 役 ） 6.9 － 48% 50% 128
停 泊 （荷 役 ） 12.6 － 56% 55% 263
航 行 2.3 11% － － 4 3

10,000～ 11,126.0 958.9 86.9 104.1 8 停 泊 （非 荷 役 ） 12.2 － 52% 52% 1 0
停 泊 （荷 役 ） 27.1 － 63% 60% 2 5
航 行 2.3 11% － － 2

東 幡 豆 港 4.1 ～500 94.7 99.6 10.3 40.7 4,080 停 泊 （非 荷 役 ） 0.0 － 42% 50% 0
停 泊 （荷 役 ） 6.8 － 54% 70% 945
航 行 0.7 26% － － 7 7

北 九 州 港 14.4 ～500 211.0 145.8 14.7 47.7 52,684 停 泊 （非 荷 役 ） 0.0 － 42% 50% 0
停 泊 （荷 役 ） 6.8 － 54% 70% 14,803
航 行 2.6 26% － － 5,169

500～5,000 978.8 302.2 29.2 64.5 10,444 停 泊 （非 荷 役 ） 7.7 － 47% 55% 3,959
停 泊 （荷 役 ） 8.6 － 62% 61% 5,163
航 行 2.6 21% － － 1,716

5,000～10,000 7,993.6 819.5 74.9 97.5 1,134 停 泊 （非 荷 役 ） 6.9 － 48% 50% 663
停 泊 （荷 役 ） 12.6 － 56% 55% 1,366
航 行 2.2 11% － － 227

10,000～ 13,601.8 1,054.9 95.1 108.3 1,396 停 泊 （非 荷 役 ） 12.2 － 52% 52% 1,801
停 泊 （荷 役 ） 27.1 － 63% 60% 4,725
航 行 2.2 11% － － 359

注 １：港 湾 区 域 内 平 均 往 復 距 離 は 「日 本 の 港 湾 」（運 輸 省 港 湾 局 ）に 基 づ き、代 表 的 な 航 路 設 定 に よ って推計した。
注 ２：定 格 燃 料 消 費 量 は 船 舶 の 大 きさ区分ごとの 加 重 平 均 値 を 示 す 。
注 ３：入 港 船 舶 数 は 「港 湾 統 計 」（運 輸 省 運 輸 政 策 局 ）に 基 づ く（一 部 推 計 を含 む ）。
注 ４：港 湾 区 域 内 の 航 行 モ ー ドは全てSlow（航 行 速 度 3 . 0 ～ 3 . 5 ノット）と仮定した。
注５：入 港 １回当たりの 平 均 航 行 時 間 は 港 湾 区 域 内 平 均 往 復 距 離 及 び 航 行 速 度 より推 計 した。
注６：定 格 燃 料 消 費 量 、機 関 稼 働 時 間 、機 関 負 荷 率 は 「平 成 ８年 度 船 舶 排 出 大 気 汚 染 物 質 削 減 手 法 検 討 調 査 」に 基 づ く。

39,950

34,870

819

4,959

1,022



漁港別漁船燃料消費量は、水産業における燃料消費量［「総合エネルギー統計（平成９

年度版）」（資源エネルギー庁）］から、漁港区域内での消費割合を港湾からの類推で20%と

仮定して求めた、全国の漁港区域内の漁船燃料消費量を市町村別登録漁船総トン数［「漁

船統計表」（水産庁）］により、各市町村に配分して求めた。

上記により推定した船舶における地域別燃料消費量を に示す。表Ⅲ-24

表Ⅲ-24 船舶における地域別燃料消費量＜推定＞
（単位：トン／年）

川 崎 神 奈 川 愛 知 北 九 州 北 九 州 対象地域
種類 全 国

臨 海 部 湘 南 西 三 河 東 部 西 部 合 計

水運 6,730,821 34,870 819 5,981 28,152 11,798 81,619
100.0% 0.52% 0.01% 0.09% 0.42% 0.18% 1.21%

漁船 3,295,470 11 256 2,048 1,187 784 4,287
100.0% 0.00% 0.01% 0.06% 0.04% 0.02% 0.13%

合計 10,026,291 34,881 1,075 8,029 29,339 12,582 85,905
100.0% 0.35% 0.01% 0.08% 0.29% 0.13% 0.86%

注１：水運は以下の港湾を対象とした。

川崎港（川崎市）、湘南港（湘南地域）、衣浦港（西三河地域）、東幡豆港（西三河地域）、北九州港（北九州市）

注２：川崎市の内陸部と丘陵部は港湾や漁港が存在しないため省略した。

注３：北九州市の東部と西部は、北九州市全体の燃料消費量を、それぞれ以下の指標で割り振った。

水運：地域別係船岸（バース）総トン数（同市港湾局港営課調べ）

漁船：地域別漁船総トン数（福岡県調査統計課調べ）

＜推計結果＞

上記の排出係数及び地域別燃料消費量から推計した地域別対象物質排出量を以下に

示す。

表Ⅲ-25 船舶における地域別排出量推計結果＜推定＞
（単位：kg／年）

川 崎 神 奈 川 愛 知 北 九 州 北 九 州 対象地域
物質名

臨 海 部 湘 南 西 三 河 東 部 西 部 合 計

アセトアルデヒド 1,674 52 385 1,408 604 4,123
キシレン類 1,674 52 385 1,408 604 4,123
トルエン 1,256 39 289 1,056 453 3,093
1,3-ブタジエン 1,674 52 385 1,408 604 4,123
ベンゼン 1,674 52 385 1,408 604 4,123
ホルムアルデヒド 5,023 155 1,156 4,225 1,812 12,370
エチルベンゼン 419 13 96 352 151 1,031



＜推計の精度と今後の課題＞

欧州のデータをもとに排出係数を設定して排出量の推計を行ったため、日本と欧州の船

舶のエンジンや使用燃料の違いによる推計の誤差が生じる可能性がある。

なお、欧州のデータについても船舶に関するデータが乏しいため、種類別燃料別の排出

係数が求められていない上、自動車等のデータから類推しているところもあるので、今後の

推計に当たっては、船舶排ガスにおける対象物質の排出に関するデータを整備し、排出係

数を更新する必要がある。

（４）鉄道

鉄道からの対象物質の排出量は、対象物質別排出原単位の推定に利用できるデータが我

が国にないため、欧州の単位燃料当たりの排出原単位と地域別の燃料消費量から推計を行

うこととした。

＜推計対象物質＞

今回、推計を行う対象物質は、以下の７物質とした。

アセトアルデヒド、キシレン類、トルエン、1,3-ブタジエン、ベンゼン、ホルムアルデヒド、

エチルベンゼン

＜排出係数の設定＞

鉄道の排出係数は、欧州の鉄道の単位燃料当たりの揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の排出

原単位４．６５ｇ／ｋｇ－燃料に対象物質別のＶＯＣ中の構成比をかけて求めた。対象物質別

の排出係数を に示す。表Ⅲ-26

表Ⅲ-26 鉄道排ガスにおける対象物質別排出係数＜推定＞

物質名 ＶＯＣ構成比 排出係数
(g/kg-燃料)

アセトアルデヒド ２．０％ ０．０９３
キシレン類 ２．０％ ０．０９３
トルエン １．５％ ０．０７０
1,3-ブタジエン ２．０％ ０．０９３
ベンゼン ２．０％ ０．０９３
ホルムアルデヒド ６．０％ ０．２７９
エチルベンゼン ０．５％ ０．０２３

（出典）VOC構成比："Emission Inventory Guidebook"(EMEP/CORINAIR)



＜燃料消費量の推定＞

燃料消費量は、鉄道路線別軽油消費量「平成８年度鉄道統計年報」（運輸省鉄道局）か

ら、路線距離により地域別に求めた。結果として、対象地域では平成８年度に川崎市丘陵

部においてのみ年間88キロリットル（74.2トン）の軽油が消費されたことが分かった。

＜推計結果＞

上記の排出係数及び地域別燃料消費量から推計した地域別対象物質排出量を

表Ⅲ-27に示す。

表Ⅲ-27 鉄道における地域別排出量推計結果
（単位：ｋｇ／年）

排出係数 排出量
対象物質 （g／kg-燃料） （kg／年）

6 アセトアルデヒド 0.093 6.9

21 キシレン類 0.093 6.9

79 トルエン 0.070 5.2

92 1,3-ブタジエン 0.093 6.9

100 ベンゼン 0.093 6.9

105 ホルムアルデヒド 0.279 20.7

123 エチルベンゼン 0.023 1.7

注：対象とした路線：小田急電鉄向ヶ丘モノレール線全線(川崎市丘陵部、営業ｷﾛ：1.1km)

燃料比重：0.843kg/ﾘｯﾄﾙ（石油資料、資源エネルギー庁）

＜推計の精度及び今後の課題＞

欧州のデータをもとに排出係数を設定して排出量の推計を行ったため、日本と欧州の車

両のエンジンや使用燃料の違いによる推計の誤差が生じる可能性があるが、本パイロット事

業の対象地域では、排出量推計の対象としたディーゼル車がほとんど走っていないため、

全体の排出量の推計に対する影響はほとんどないものと考えられる。



（５）航空機

船舶の排出量推計を港湾区域内等に限って行ったのと同様に、航空機の排ガスに含まれ

る対象物質の排出量推計は、空港におけるＬＴＯサイクル（着陸から離陸まで）に伴う排出の

みを対象とすることとした。平成10年度のパイロット事業対象地域には北九州空港（北九州市

東部）があるので、当該空港における航空機の離着陸に伴う対象物質の排出量を推計するこ

ととした。

なお、航空機の排ガスについては、我が国における近年の実測データ「航空機排出大気汚

染物質削減手法検討調査報告書（平成9年3月、三菱総合研究所）」が利用可能であり、未測

定の対象物質の一部については、欧州の排出係数「Emission Inventory Guidebook（EMEP,

CORINAIR）」を使って推計した。

排出量推計フローを に示す。図Ⅲ-6

①運転モード別単位 ②運転モード別単
時間当たり対象物質 位時間当たり燃料 ⑥機種別の定格
排出量国内実測値 流量国内実測値 燃料消費率
（mg／秒・基） （kg／秒・基） （kg／時・基）

④欧州におけ ③運転モード別 ⑦北九州空港を使 ⑧運転モード別
る航空機排ガ 燃料消費量当た う機種の運転モー 継続時間実測値
スの対象物質 り排出係数 ド別燃料流量 （秒／ＬＴＯ）
構成比（％） （mg／kg-燃料） （kg／秒・基）

⑤全対象物質の運転モー ⑨運転モード別ＬＴＯ当たり
ド別燃料消費量当たり排 燃料消費量（kg／ＬＴＯ・基）
出係数（mg／kg-燃料）

⑩ＬＴＯ当たり ⑪北九州空港におけ
対象物質排出量 る航空機の年間着陸
（kg／ＬＴＯ） 回数（回／年）

⑫北九州空港における対象物
質の年間排出量（kg／年）

図Ⅲ-6 「航空機」における排出量推計フロー



＜推計対象物質＞

今回、以下の５物質について推計を行った。

アセトアルデヒド、トルエン、1,3-ブタジエン、ベンゼン、ホルムアルデヒド

このうち、1,3-ブタジエンについては国内での実測データが利用できなかったため、国内

での全炭化水素の実測データと、欧州における全炭化水素と1,3-ブタジエンの排出係数の

比率（下記）から、国内における排出係数を推計した。

全炭化水素：1,3-ブタジエン＝43.2：1.8

また、アルデヒド類（アセトアルデヒド及びホルムアルデヒド）については、国内における実

測データは両者の合計のみ利用可能となっていたため、欧州における両者の排出係数の

比率（下記）に比例すると仮定して、国内における両者の排出係数を推計した。

アセトアルデヒド：ホルムアルデヒド＝4.6：15.0

＜排出係数の設定＞

排出係数は対象物質の種類とともに、ＬＴＯサイクル（着陸から離陸まで）のモード（地上

走行、アプローチ、上昇、離陸）にも大きく依存している（エンジン負荷率が大きく異なるた

め）。従って、これらの各モードについて、エンジン１基当たり単位時間当たりの対象物質排

出量（mg／秒･基）と、エンジン１基当たり単位時間当たりの燃料流量（ｋｇ／秒・基）が実測

され、両者の比率として燃料消費量当たりの排出係数（mg／kg-燃料）が算定される。

こうして得られた排出係数を に示す。表Ⅲ-28

表Ⅲ-28 国内における実測に基づく航空機排ガスの排出係数

（単位：mg／kg-燃料）

地上走行 アプローチ 上 昇 離 陸

6 アセトアルデヒド 9.43 4.89 36.90 52.80

79 トルエン 9.52 4.93 5.50 8.93

92 1,3-ブタジエン 28.44 8.97 5.73 4.85

100 ベンゼン 8.10 0.45 0.46 0.62

105 ホルムアルデヒド 30.74 15.96 120.33 172.17

資料１：「航空機排出大気汚染物質削減手法検討調査報告書」（三菱総合研究所）
資料２：「Emission Inventory Guidebook」（EMEP,CORINAIR）



＜燃料消費量の推定＞

年間の燃料消費量は、ＬＴＯサイクル当たりの燃料消費量（kg／LTO）に、年間の航空機

着陸回数（回／年）を掛けることによって算定される。燃料消費量は航空機の機種によって

大きく異なるが、実測値が得られた機種と北九州空港を使う主たる航空機（機種：MD-87、

エンジン基数=2）とのエンジン性能（１時間当たり最大燃料消費率：ｋｇ／時・基）の差を考慮

して、北九州空港を使う航空機の燃料消費量として推計した。

この燃料消費量（kg／LTO）は、運転モードごとの燃料流量（ｋｇ／秒・基）に各モードの

継続時間（秒／LTO）及びエンジン基数を掛けることによって推計した。

モードごとの燃料消費量の推計結果を に示す。これらの値に、北九州空港にお表Ⅲ-29

ける年間着陸回数（=6,060回、「空港管理状況調書（運輸省）」による）を掛けることにより、

北九州空港でのモード別の燃料消費量が推計される。

表Ⅲ-29 運転モード別の燃料消費量推計結果

運転時間 燃 料 流 量 LTO当たり燃料消
モード （秒／LTO） （kg／秒・基） 費量（ｋｇ／LTO）

地上走行 943 0.115 216

アプローチ 270 0.359 194

上昇 60 0.975 117

離陸 45 1.191 107

資料：「航空機排出大気汚染物質削減手法検討調査報告書」（三菱総合研究所）
注：燃料流量は北九州空港を使う主たる航空機（MD-87）を想定して推計した。

＜推計結果＞

以上の排出係数と燃料消費量の推計結果に基づき、北九州空港における年間の対象物

質排出量を推計した結果を に示す。ここではLTOサイクルとして高度3,000フィート表Ⅲ-30

（約914メートル）までの範囲が含まれているが、このLTOサイクルに伴う対象物質の排出は、

空港の所在する北九州市東部に全て当てはめることとした。

＜推計の精度と今後の課題＞

他の移動発生源と同様に、国内における排ガス実測データの充実が必要である。既存の

調査においては、同じ運転モードでも場合によって測定値に大きな開きが認められたため、

排出量に影響する要因の明確化や、数多くのエンジンについて実測することなどが今後の

課題である。



表Ⅲ-30 北九州空港における対象物質排出量推計結果

運 転 時 間
（秒 ／ L T O ）

燃 料 流 量
（ｋｇ／ 秒 ･ 基 ）

L T O 当 た り
燃 料 消 費 量
（k g ／ L T O ）

炭 化 水 素
排 出 量

（mg／ 秒 ･ 基 ）

対 象 物 質
排 出 量

（mg／ 秒 ・基 ）

燃 料 消 費 量 当 た り
対 象 物 質 排 出 量
（m g ／ k g - 燃 料 ）

ＬＴＯ当 た り対
象 物 質 排 出 量

（g ／ L T O ）

対 象 物 質
年 間 排 出 量

（kg／ 年 ）
6 アセトア ル デ ヒド 1 .0 8 9.43 2 .0 3 12.3
79 トル エ ン 1 .0 9 9.52 2 .0 6 12.5
92 1,3-ブタジエン 3 .2 6 28 .44 6 .1 4 37.2

100 ベ ン ゼ ン 0 .9 3 8.10 1 .7 5 10.6
105 ホル ムア ル デ ヒド 3 .5 2 30 .74 6 .6 4 40.2

6 アセトア ル デ ヒド 1 .7 6 4.89 0 .9 5 5.8
7 9 トル エ ン 1 .7 7 4.93 0 .9 6 5.8
9 2 1,3-ブタジエン 3 .2 2 8.97 1 .7 4 10.5

100 ベ ン ゼ ン 0 .1 6 0.45 0 .0 9 0.5
1 05 ホル ムア ル デ ヒド 5 .7 3 15 .96 3 .1 0 18.8

6 アセトア ル デ ヒド 35.9 7 36 .90 4 .3 2 26.2
79 トル エ ン 5 .3 6 5.50 0 .6 4 3.9
9 2 1,3-ブタジエン 5 .5 8 5.73 0 .6 7 4.1

1 00 ベ ン ゼ ン 0 .4 5 0.46 0 .0 5 0.3
1 05 ホル ムア ル デ ヒド 117.29 120.33 14 .0 7 85.3

6 アセトア ル デ ヒド 62.9 0 52 .80 5 .6 6 34.3
79 トル エ ン 10.6 4 8.93 0 .9 6 5.8
9 2 1,3-ブタジエン 5 .7 8 4.85 0 .5 2 3.2

1 00 ベ ン ゼ ン 0 .7 4 0.62 0 .0 7 0.4
1 05 ホル ムア ル デ ヒド 205.11 172.17 18 .4 6 111.9

6 アセトア ル デ ヒド － － 12.9 6 78.5
79 トル エ ン － － 4 .6 1 28.0
92 1,3-ブタジエン － － 9 .0 7 55.0

100 ベ ン ゼ ン － － 1 .9 6 11.9
105 ホル ムア ル デ ヒド － － 42.2 7 256.1

注 １：運 転 時 間 等 は 「航 空 機 排 出 大 気 汚 染 物 質 削 減 手 法 検 討 調 査 報 告 書 」（平 成 ９年 ３月 、三 菱 総 合 研 究 所 ）に よる。

注 ２：燃 料 消 費 量 （k g ／ L T O ）は 機 種 MD-87（エ ン ジ ン 基 数 = 2 ）を 想 定 して算定した。

注 ３：燃 料 流 量 及 び 対 象 物 質 排 出 量 は 、エ ン ジ ン 種 別 の 燃 料 消 費 量 （k g ／ 時 ･ 基 ）を 使 っ て M D - 8 7 用 エ ン ジ ン 相 当 に 換 算 。

注 ４：対 象 物 質 排 出 量 は カー ボ ンバ ランスを考 慮 して算 出 した場 合 。

注 ５：1 , 3 - ブ タ ジ エ ン の 排 出 量 は 全 炭 化 水 素 排 出 量 に対 す る比 率 が4.2%（Emiss ion  Inventory  Gu idebook；E M E P ,C O R INA IRによる）で あ ると仮 定 して推計した。

注 ６：対 象 物 質 年 間 排 出 量 は 北 九 州 空 港 の 年 間 着 陸 回 数 （=6 , 0 6 0回；平 成 8 年 実 績 ）に 基 づ い て 算 出 した。
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３ 家 庭 ・オフィス及 び 事 業 所 報 告 対 象 外 業 種 に お け る排 出 ・移 動 量 の 推 計

（ｱ）本パイロット事業で推計を行った範囲

（１）家庭・オフィス等

「家庭・オフィス等」からの対象物質の排出・移動については、大半が製品の使用に伴うもの

考えられるため、原則として、製品の用途別に推計を行うこととし、排出・移動の形態に応じて、

大きく、「大気への排出」、「生活排水」、「固形廃棄物」に分類した。なお、ここでは「室内空気

への排出」を「大気への排出」とみなした。

製品用途としては、委員に対するアンケート調査結果等をもとに整理すると、「塗料」、「殺

虫剤」、「防虫・消臭剤」、「エアゾール製品溶剤」、「接着剤」、「水道」、「洗浄剤」、「電池」、

「蛍光管」に分類された。本パイロット事業では、この内、「塗料」、「防虫・消臭剤」、「接着

剤」、「水道」、「洗浄剤」、「電池」、「蛍光管」の各用途において推計できる製品・物質につい

てのみ推計を行うこととした。

家庭で使用されている「殺虫剤」については、園芸用殺虫剤と住居用殺虫剤に分けられる

が、住居用殺虫剤は推計に必要な用途別使用量が得られなかったため、ここでは推計を行わ

ないこととした。一方、園芸用殺虫剤は、「農薬散布」カテゴリーの「造園」で使用される農薬の

中に含まれていると考えられるが、家庭用との区別ができなかったため、ここでの推計は行わ

なかった。また、「蛍光管」については、昨年度のパイロット事業では蛍光管の水銀等の需要

把握が困難で推計を行わなかったが、平成10年度のパイロット事業では新たに収集した情報

に基づいて推計を試みた。逆にエアゾール製品溶剤については、昨年度は「家庭」からの排

出として推計を行ったが、平成10年度のパイロット事業で新たに収集した情報に基づくと、家

庭用品関連では対象物質は使用されなくなったことが分かったため、パイロット事業の推計対

象から除外することとした。

なお、可塑剤等の「プラスチック添加剤」については、幅広い分野で使用されており、需要

配分等が困難であったため、また、「家庭電化製品」については、対象物質別の含有量に関

する情報が得られなかったため、いずれも今回の推計の対象からは除外した。



（２）事業所報告対象外業種の事業所

「事業所報告対象外業種の事業所」による排出は、同じ業種でも「塗料」や「接着剤」など複

数のカテゴリーを含む場合が多いため、一般には業種ごとの排出量推計よりもカテゴリーごと

の排出量推計の方が整理が容易である。特に農薬散布による排出は、排出量推計の方法が

多くのカテゴリーに概ね共通であり、非点源の中でも重要なカテゴリーと位置づけられるため、

前述の通り別途整理を行った。

事業所報告対象外業種としては、委員に対するアンケート調査結果等により、「水産養殖

業」、「建設業」、「燃料小売業」、「洗張・染物業」、「写真業」、「火葬・墓地管理業」、「自動車

整備業」、「獣医業」、「医療業」が推計対象候補業種として取り上げられたが、ここでは、対象

地域の業種構成や推計の可能性から、「建設業」、「燃料小売業」、「写真業」、「自動車整備

業」、「医療業」について推計を行うこととした。

（ｲ）推計の概要

「家庭・オフィス」及び「事業所報告対象外業種の事業所」からの対象物質の排出・移動量

の推計は、原則として全国や都道府県別の統計に基づく推計方法を採用した。具体的には、

まず委員に対するアンケート結果等をもとに用途別に推計する対象物質を設定し、それらの各

対象物質について、用途毎に使用量を推定し、排出率から、全国ベースの排出・移動量を求

め、各地域へは、適当な「指標」を用いて、”対象物質の使用量は指標に比例する”との仮定

のもとに配分することとした。

なお、「家庭・オフィス」や「事業所報告対象外業種の事業所」等の需要先が複数ある場合、

各需要先に需要割合に関するデータを用いて配分したが、そのようなデータが得られなかっ

た場合は、原則として「産業連関表（延長表）」における関連する事項の生産者価格の分野別

需要割合に基づいて配分した。

以上のような、「家庭・オフィス」及び「事業所報告対象外業種の事業所」における代表的な

排出・移動量推計フローを に示す。図Ⅲ-7



①各対象物質の用 ②財貨別・需要先
途別の全国使用（消 別の全国出荷金額
費）量（ﾄﾝ／年） （百万円／年）

③当該用途における対
象物質の需要割合（％）

④各対象物質の用途別 ⑤各対象物質の排出
・需要先別全国使用 先の媒体及び排出率
（消費）量（ﾄﾝ／年） （％）

⑥各対象物質の用途別・ ⑦各分野・需要先に
需要先別・媒体別排出・ 関連した市区町村
移動量（kg／年） 別の指標

⑧各対象物質の地域別・用途別・需要
先別・媒体別排出・移動量（kg／年）

注：用途及び分野としては以下のような例がある。

用途 ：塗料、接着剤、洗浄剤、防虫・消臭剤、医薬品

需要先：住宅建築用、その他建築用、家庭用、医療用

図Ⅲ-7 「塗料」、「接着剤」、「洗浄剤」等における排出・移動量推計フロー

（ｳ）「家庭」及び「事業所報告対象外業種の事業所」における排出・移動量の推計方法

本パイロット事業では、下記の１０種類のカテゴリー毎に推計を行った。

塗料、防虫・消臭剤、接着剤、水道、医薬品、洗浄剤、電池、ガソリンスタンド、

写真現像、蛍光管

各カテゴリーにおける排出・移動量を各地域に配分する際に使用した「指標」のうち、主な

ものを にまとめた。表Ⅲ-31



表Ⅲ-31 地域別排出・移動量の推計で用いた指標

川 崎 市 神 奈 川 県 愛 知 県 対 象 地 域
指 標 臨 海 部 内 陸 部 丘 陵 部 湘 南 地 域 西 三 河 地 域 東 部 西 部 合 計

168,061,091 － － － 279,770 552,446 755,553 804,103 2 ,113 ,252 502,927 505,972 5 ,514,023
対 全 国 比 100.000% － － － 0.166% 0.329% 0.450% 0.478% 1.257% 0.299% 0.301% 3.281%

3 ,660,579 － － － 4,025 10,476 11,793 16,134 41,058 14,021 13,772 111,279
対 全 国 比 100.000% － － － 0.110% 0.286% 0.322% 0.441% 1.122% 0.383% 0.376% 3.040%

81,390,311 5 ,445 ,089 4 ,276,730 2 ,772,437 － － － － － － － －
－ 296,313 295,072 223,411 20,273 14,326 10,753 18,129 49,864 24,299 25,173 －

対 全 国 比 100.000% 6.690% 5.255% 3.406% 0.458% 0.323% 0.243% 0.409% 0.888% 0.370% 0.384% 3.076%
54,088,895 2 ,832 ,843 3 ,517,990 2 ,201,713 － － － － － － － －

－ 29,220 28,006 21,929 858 1,268 1,303 2,056 6,229 1,859 1,744 －
対 全 国 比 100.000% 5.237% 6.504% 4.071% 0.154% 0.227% 0.234% 0.369% 1.447% 0.345% 0.324% 3.099%

130,833 － － － 109 492 311 509 1,023 566 459 3,469
対 全 国 比 100.000% － － － 0.083% 0.376% 0.238% 0.389% 0.782% 0.433% 0.351% 2.651%

350,573 － － － 627 751 383 1,126 4,832 1,496 1,215 10,430
対 全 国 比 100.000% － － － 0.179% 0.214% 0.109% 0.321% 1.378% 0.427% 0.347% 2.975%

2 ,771,066 － － － 5,310 9,748 6,167 9,467 20,906 15,638 12,693 79,929
対 全 国 比 100.000% － － － 0.192% 0.352% 0.223% 0.342% 0.754% 0.564% 0.458% 2.884%

11,191,426 － － － 48,503 19,291 10,311 23,959 134,864 44,275 44,081 325,285
対 全 国 比 100.000% － － － 0.433% 0.172% 0.092% 0.214% 1.205% 0.396% 0.394% 2.907%

125,568,035 － － － 189,719 496,707 510,082 634,576 1 ,389 ,426 514,943 495,560 4 ,231,013
対 全 国 比 100.000% － － － 0.151% 0.396% 0.406% 0.505% 1.107% 0.410% 0.395% 3.369%

42,614,422 － － － 76,381 198,680 189,122 216,604 409,639 196,046 183,313 1 ,469,785
対 全 国 比 100.000% － － － 0.179% 0.466% 0.444% 0.508% 0.961% 0.460% 0.430% 3.449%

－ － － － 99.9% 96.1% 93.8% 83.9% 23.0% 95.4% 95.4% －
－ － － － 26,604 68,662 70,225 81,343 127,038 61,145 57,511 492,527

注 １：建 設 業 は 完 成 工 事 高 （円 ）で 都 道 府 県 の 配 分 を 行 い 、さらに 従 業 員 数 （建 設 業 ）で 市 区 町 村 の 配 分 を行 った。
注 ２：燃 料 小 売 業 は ガソリン販 売 量 で 都 道 府 県 の 配 分 を行 い 、さらに 従 業 員 数 （燃 料 小 売 業 ）で 市 区 町 村 の 配 分 を行 った。
注 ３：下 水 道 普 及 率 は 市 区 町 村 別 の 普 及 率 を有 収 水 量 に よって 加 重 平 均 した もの 。
資 料 １：平 成 1 0 年 度 版 建 築 統 計 年 報
資 料 ２：平 成 1 0 年 度 版 住 民 基 本 台 帳 人 口 要 覧
資 料 ３：平 成 ７ 年 国 勢 調 査 報 告
資 料 ４：平 成 ８年 度 建 設 工 事 施 工 統 計 年 報
資 料 ５：平 成 ８年 度 事 業 所 ・企 業 統 計 調 査 結 果 報 告
資 料 ６：平 成 ９年 エ ネ ル ギ ー 生 産 ・需 給 統 計 年 報

医 療 業 ＿ 従 業 員 数 （人 ）

新 設 住 宅 床 面 積 （m 2）

建 設 業 ＿ 完 成 工 事 高 （百 万 円 ／ 年 ）
　　　　 ＿ 従 業 員 数 （人 ）

燃 料 小 売 業 ＿ ガソリン販 売 量 （k l ／ 年 ）

人 口 （人 ）

世 帯 数 （世 帯 ）

下 水 道 普 及 率

有 収 水 量 （千 m3／ 年 ）

北 九 州 市

居 住 住 宅 床 面 積 （千 m 2）

オ フィス新 設 床 面 積 （m2）

全 国 神 奈 川 県 愛 知 県 福 岡 県

　　　　　     ＿ 従 業 員 数 （人 ）

写 真 業 ＿ 従 業 員 数 （人 ）

自 動 車 整 備 業 ＿ 従 業 員 数 （人 ）



以下に各カテゴリー別の推計方法を示す。

(1)塗料

塗料は、「家庭」で日曜大工等で使用されたり、建材・家具等から排出される他、中小規模

業種では、「建設業」での塗装工事や「自動車整備業」で自動車の塗装修理などに使用され

ると考えられる。ここでは、この３つの需要先から排出される物質の排出量の推計を行った。な

お、塗料のうち、顔料や塗膜強化剤については、排出率の設定が困難なため、今回の推計対

象からは除外した。

＜推計対象物質の設定＞

上記の３需要先から排出される物質として推計する物質は、委員に対するアンケート結果

等をもとに以下のとおり設定した。

アクリルアミド、アクリロニトリル、キシレン類、 スチレンモノマー、トルエン、

ホルムアルデヒド、エチルベンゼン、 2-エトキシエタノール、酢酸2-エトキシエチル、

酢酸ビニルモノマー、フタル酸ジ-n-ブチル、ペンタエリスリトール

なお、昨年度のパイロット事業で推計対象となった塩化ビニルモノマーは、平成９年度には

塗料原材料として使用されなかったため、平成10年度は推計対象から除外することとした。

＜用途別使用量及び環境排出率の推定＞

塗料としての使用量は、塗料工業で原材料として使用されている量にほぼ等しいと考え、

平成９年度における塗料製造業での使用量を社団法人日本塗料工業会への問い合わせに

よって把握した。但し、同工業会から回答された使用量は塗料製造業で使用されている原

材料物質の全使用量をカバーする推定値ではない。同工業会によれば、この調査結果は、

個々の物質毎には異なるものの、全体として捕捉率は８０％程度とのことなので、ここでは、

この回答結果を０．８０で割った値を塗料としての全使用量と仮定した。

キシレン類のように塗料用溶剤（希釈剤）として使用されるものは、使用段階で約100%が

環境中へ排出されると考えられるが、樹脂製造時等に使用される溶剤はリサイクルされるこ

とが多いため、リサイクル率（物質によって10%または5%）を100%から引いた値を環境排出率

として設定した。

ホルムアルデヒドのように塗料用の樹脂原料として使用されるものは、未反応分のみが環

境中へ排出されると考えられ、物質ごとに環境排出率を２％～５％と設定した。但し、スチレ

ンモノマーは、一部が反応性希釈剤としても使われるため、環境排出率を５％と若干高めに

設定したものである。

また、フタル酸ジ-n-ブチルは可塑剤として使用されるため塗膜となるものが多いが、塗装

時のロスとして２０％程度が環境中へ排出される可能性がある。



各対象物質の塗料用使用量や環境排出率を に示す。表Ⅲ-32

表Ⅲ-32 各対象物質の塗料としての使用量及び環境排出率＜推定＞

対象物質 使用量（トン／年） 主たる用途 環境排出率

2 アクリルアミド １３ 樹脂原料 ２％

5 アクリロニトリル １１５ 樹脂原料 ２％

21 キシレン類 １７９，２２１ 溶剤 ９０％

63 スチレンモノマー １３，５０５ 樹脂原料、反応性希釈剤 ５％

79 トルエン １６２，２４７ 溶剤 ９０％

105 ホルムアルデヒド ３，７７５ 樹脂原料 ３％

123 エチルベンゼン １１３ 溶剤 ９０％

124 2-エトキシエタノール ２，３８２ 溶剤 ９５％

134 酢酸2-エトキシエチル ２，６５５ 溶剤 ９５％

135 酢酸ビニルモノマー ２，５７８ 樹脂原料 ３％

160 フタル酸ジ-n-ブチル ２，７６０ 可塑剤 ２０％

166 ペンタエリスリトール ５，１６９ 樹脂原料 ３％

資料：社団法人日本塗料工業会

＜需要先の配分＞

需要先の配分については、塗料種類別の需要割合に関する有効な情報が得られなかっ

たため、原則として”需要割合はどの塗料も同じ”と仮定して、「産業連関表（延長表）」の塗

料全体における分野別生産者価格等をもとに配分を行った。

また、ホルムアルデヒドを含む塗料は、（社）日本塗料工業会によると「家庭用」としての用

途はないため、「家計消費」の配分値を０％とし、「建設業」、「自動車整備業」、「住宅建

築」で上記需要割合に応じて配分した。



各需要先への具体的配分値を に示す。住宅建築に係る排出は「家庭」に含める表 Ⅲ -33

こととしたため、業種として見た場合の建設業は実際よりも小さな割合となっている。

表Ⅲ-33 各需要先への排出量の配分割合＜推定＞

需要先 配分値 配分方法

家庭 15.8％ （「住宅建築」＋「家計消費支出」）／「国内需要合計」

建設業 13.6％ (「非住宅建築」+「建設補修」+「公共事業」
（住宅建築を +「鉄道軌道建設」+「電力施設建設」+「電気通信施設建設」
除く） +「その他土木建設」)／「国内需要合計」

自動車整備業 8.8％ 「自動車修理」／「国内需要合計」

資料：「1995年産業連関表（延長表）」
注：オフィスは塗料の需要分野としての割合が不明確なため、ここでは「建設業」の一部に含めることとした。

＜排出先の媒体＞

（社）日本塗料工業会によると、溶媒に解けている未反応分も溶媒と一緒に大気に排出

されるとのことなので、ここで推計の対象とした物質は１００％大気へ排出されると仮定した。

＜各地域への配分＞

「家庭（住宅関係含む）」用は、住宅関係での使用が大半と考え、新設住宅床面積で各地

域への配分を行った。

また、「塗装工事（建設業）」は完成工事高、「自動車整備業」は従業員数で地域への配

分を行った。

＜推計結果＞

上記の考え方に基づき推計した地域別の対象物質排出量を に示す。表 Ⅲ -34

＜推計の精度と今後の課題＞

各物質の用途別使用量等について概ね把握ができたため、比較的精度は高いと考えら

れるが、需要先別の配分は、基本的には一律に配分しているため、物質によっては誤差が

大きいものもあると考えられる。

塗料として使用されている対象物質は、今回取り上げた物質以外にもあると考えられるの

で、今後の推計においては、それらの分についても情報を収集していく必要がある。



表Ⅲ-34 塗料における地域別排出量推計結果（家庭）

表Ⅲ-34 塗料における地域別排出量推計結果（対象外業種）

神 奈 川 県 愛 知 県 対 象 地 域
臨 海 部 内 陸 部 丘 陵 部 小 計 湘 南 地 域 西 三 河 地 域 東 部 西 部 小 計 合 計

2 アクリルアミド 0.0 0.1 0.1 0.2 0.4 0.2 0.5 0.1 0.1 0.2 1.3
5 アクリロニトリル 0.4 0.6 1.2 1.6 3.4 1.7 4.5 1.1 1.1 2.2 11.9
2 1 キシレン類 25,469 42,277 84,250 114,159 240,685 122,072 319,063 77,093 77,418 154,511 836,330
6 3 スチレンモノマー 107 177 353 478 1,008 511 1,336 323 324 647 3,501
7 9 トルエン 23,057 38,273 76,270 103,347 217,889 110,510 288,844 69,791 70,086 139,877 757,120
105 ホル ムアルデ ヒド 1 7 29 5 7 7 8 164 8 3 219 52 5 2 104 571
123 エチルベンゼン 1 6 27 5 3 7 2 152 7 7 201 49 4 9 9 7 527
124 2-エトキシエタノー ル 357 593 1,182 1,601 3,376 1,712 4,475 1,081 1,086 2,167 11,731
134 酢 酸 2-エトキシエチル 398 661 1,317 1,785 3,764 1,909 4,989 1,206 1,211 2,416 13,078
135 酢 酸 ビニルモノマー 1 2 20 4 0 5 5 115 5 9 153 37 3 7 7 4 401
160 フタル 酸 ジ-n-ブチル 8 7 145 288 391 824 418 1,092 264 265 529 2,862
166 ペ ンタエリスリトー ル 2 4 41 8 1 110 231 117 307 74 7 4 149 804

対 象 物 質
全 国 排 出 量
（ﾄ ﾝ ／ 年 ）

地 域 別 排 出 量 （k g ／ 年 ）
川 崎 市 北 九 州 市

神 奈 川 県 愛 知 県 対 象 地 域
臨 海 部 内 陸 部 丘 陵 部 小 計 湘 南 地 域 西 三 河 地 域 東 部 西 部 小 計 合 計

2 アクリルアミド 0.1 0.2 0.2 0.1 0.5 0.2 0.6 0.2 0.2 0.4 1.7
5 アクリロニトリル 0.5 1.8 1.4 1.0 4.2 1.9 5.6 2.0 1.9 3.9 15.6

2 1 キシレン類 36,115 125,541 101,238 68,639 295,419 135,257 390,605 141,820 133 ,303 275,123 1 ,096,404
6 3 スチレンモノマー 151 526 424 287 1,237 566 1,635 594 558 1,152 4,590
7 9 トル エ ン 32,694 113,651 91,650 62,138 267,439 122,447 353,611 128,388 120 ,678 249,066 992,563

105 ホル ムアルデ ヒド 2 5 89 7 1 4 8 208 9 5 276 100 9 4 194 774
123 エチルベンゼン 2 3 79 6 4 4 3 186 8 5 246 89 8 4 173 691
124 2-エトキシエタノー ル 507 1,761 1,420 963 4,144 1,897 5,479 1,989 1,870 3,859 15,379
134 酢 酸 2-エトキシエチル 565 1,963 1,583 1,073 4,620 2,115 6,108 2,218 2,084 4,302 17,145
135 酢 酸 ビニ ル モ ノマー 1 7 60 4 9 3 3 142 6 5 187 68 6 4 132 526
160 フタル 酸 ジ-n-ブチル 124 430 346 235 1,011 463 1,337 485 456 942 3,752
166 ペ ンタエリスリトー ル 3 5 121 9 7 6 6 284 130 376 136 128 264 1,054

対 象 物 質
全 国 排 出 量
（ﾄ ﾝ ／ 年 ）

地 域 別 排 出 量 （k g ／ 年 ）
川 崎 市 北 九 州 市



(2)防虫・消臭剤

衣類等の防虫剤及びトイレ等の消臭剤については、家庭で使用されるp-ジクロロベンゼン

について推計をおこなった。

p-ジクロロベンゼンの平成９年度における国内需要は約４４，０００トンであり、その約４８％

に当たる約２１，０００トンが防虫剤及び消臭剤として出荷された（日本防虫剤工業会による）。

この用途別需要割合や分野別需要割合は同工業会でも正確に把握していないが、防虫剤

が約９割で残りの約１割が消臭剤と推定しており、防虫剤のうち約９割が家庭用で約１割が業

務用、消臭剤は家庭用と業務用が約５割ずつと推定している（ ）。表Ⅲ-35

これらの排出先及び排出率は、使用形態から大気へ１００％と仮定し、各地域へは家庭用

が人口により、業務用がオフィスの延べ床面積によって配分を行った。推計結果は の表 Ⅲ -36

とおり。推計の精度は、当該物質の用途別使用量がはっきりしているので、他の推計に比べて

高い方と考えられる。

表Ⅲ-35 p-ジクロロベンゼン国内需要量（推定）
（単位：ﾄﾝ／年）

家庭用 業務用 合 計

防虫剤 17,010 1,890 18,900

消臭剤 1,050 1,050 2,100

合計 18,060 2,940 21,000

表Ⅲ-36 防虫・防臭剤における地域別排出量推計結果

物 質 名 ｐ－ジクロロベンゼン

分 野 家 庭 オフィス等

全国排出量(ﾄﾝ/年) １８，０６０ ２，９４０

臨海部 ２７，２８７ １２，７３０
川

内陸部 ７１，４４０ ５，０５７

地 丘陵部 ７３，３６３ ２，７０５
域 崎
別 計 １０１，３５５ ２０，４９２
排
出 神奈川湘南 ９１，２６９ ６，２９２
量

愛知西三河 １９９，８３６ ３５，４２７
kg
／ 北 東部 ７４，０６２ １１，６４２
年

九 西部 ７１，２７５ １１，５８４

州 計 １４５，３３７ ２３，２２６

対象地域合計 ６０８，５３１ ８５，４６６



(3)接着剤

接着剤には合板、木工、建築現場、ラミネート板、包装、繊維、自動車等多くの用途があり、

非点源としては「家庭（住宅関係を含む）」で使用される他、事業所報告対象外業種では、「建

設業」で使用されると考えられる。ここでは、この２つの需要先から排出される対象物質の排出

量の推計を行った。

＜推計対象物質の設定＞

上記の２需要先から排出される物質として、今回推計を行う対象物質は、委員に対するア

ンケート結果等により、ホルムアルデヒド及び酢酸ビニルモノマーとした。

＜用途別使用量の推定＞

これらの物質の平成９年における接着剤としての使用量（生産消費量）は、日本接着剤工

業会等への問い合わせ及び「平成９年接着剤実態調査報告書」（通商産業省）によると、ホ

ルムアルデヒドが９７，２００トン（ホルマリン（ホルムアルデヒドの４０％水溶液）で２４３，１００

トン）、酢酸ビニルモノマーが６７，９００トンと推計される。

＜需要先の配分＞

これらの物質を含む接着剤の需要割合は「平成９年接着剤実態調査報告書」の用途別出

荷量より以下のとおり設定した。

「家庭（住宅関係を含む）」の需要割合は、「合板」、「二次合板」、「木工」、「家庭用」の

出荷割合の合計（ホルムアルデヒド（ユリア樹脂系及びメラミン樹脂系接着剤）９１．３％、酢

酸ビニルモノマー（酢酸ビニル系接着剤）３２．９％）、「建設業」の需要割合は「建築現場」

の出荷割合（酢酸ビニルモノマー（酢酸ビニル系接着剤）１５．４％）とした。

＜排出率の設定＞

日本接着剤工業会に対する問い合わせによる各物質の製品中残存率より、ホルムアルデ

ヒド３％、酢酸ビニルモノマー０．３％（「微量」との回答から仮定）と設定した。

＜排出先の媒体＞

ここでは、用途等から大気へ１００％排出されるものと仮定した。



＜各地域への配分＞

各地域へは、「家庭」での使用のうち、住宅関係（「合板」、「二次合板」、「木工」）は、新

設住宅床面積、家庭用は木工・工作用なので人口、「建設業」は完成工事高により配分した。

＜推計結果＞

上記により推計した地域別の対象物質排出量を に示す。表Ⅲ-37

表Ⅲ-37 接着剤における地域別排出量推計結果

物 質 名 ホルムアルデヒド 酢酸ビニルモノマー

排 出 先 大 気

分 野 家庭等 家庭等 対象外業種 合計

全国排出量(ﾄﾝ/年) ２，６６３ ６７．１ ３１．４ ９８．５

臨海部 ４，４３２ １１１ １４４ ２５５
川

内陸部 ８，７５２ ２２３ １０２ ３２５

地 丘陵部 １１，９７０ ３００ ７６ ３７６
域 崎
別 計 ２５，１５４ ６３４ ３２２ ９５６
排
出 神奈川湘南 １２，７３９ ３２２ １２９ ４５１
量

愛知西三河 ３３，４８０ ８３８ ２７９ １，１１７
kg
／ 北 東部 ７，９６８ ２０５ １１６ ３２１
年

九 西部 ８，０１６ ２０６ １２１ ３２６

州 計 １５，９８４ ４１１ ２３７ ６４７

対象地域合計 ８７，３５８ ２，２０４ ９６６ ３，１７１

＜推計の精度及び今後の課題＞

接着剤中の残存率は、接着剤を使用した製品の製造工程で放散されるので、「家庭」や

「建設業」における実際の排出率は設定した排出率より低いことが考えられる。



「合板」の使用は、住宅関係の他、土木工事などにも使用されること、住宅関係でも新築

のみならず、リフォームにも需要があること、家具等の「木工」用途は買替需要もあることな

どから、「家庭」からの排出量は過大に見積もられている可能性がある。

今後の推計においては、需要先の配分に関するより正確な情報を入手する必要がある。

(4)水道

トリハロメタンは、浄水場で水に注入された塩素と有機物及び臭素イオンとの反応により水

道水中で非意図的に生成される。ここでは、「家庭」での水道の使用を通して発生するトリハロ

メタンについて推計した。

水道に関する排出量推計フローを に示す。図Ⅲ-8

①浄水場別 ②浄水場別の水道水
有収水量 中トリハロメタン含有
（千m／年） 濃度（mg／リットル）3

③浄水場別の水道 ④全国の上水道事業
水中対象物質含有 における用途別有収
量（kg／年） 水量の割合（％）

⑤浄水場別の家庭等 ⑥対象物質の大
用水道水の対象物質 気・水域別排出
別含有量（kg／年） 量構成比（％）

⑦浄水場別・対象 ⑧市区町村別
物質別の大気・水域 の下水道普及
別排出量（kg／年） 率（％）

⑨地域別・対象物質別・
媒体別排出量（kg／年）

図Ⅲ-8 「水道」における排出・移動量推計フロー



＜推計対象物質の設定＞

対象物質のうち、トリハロメタンであるクロロホルムとジクロロブロモメタンについて推計を

行った。

＜地域別含有量の推定＞

地域別の水道中の当該物質の含有量は、水道統計の各水道事業主体別の水質検査で

の当該物質の平均濃度に年間有収水量をかけて求めた。

＜需要先の配分＞

「家庭及びオフィス」の水道需要割合は、上水道事業における用途別有収水量「平成８年

度水道統計」（厚生省生活衛生局）の家庭用及び営業用の割合から、８７．９％と設定した。

＜排出先の媒体及び排出率の設定＞

水道水中のトリハロメタンは、家庭においては、飲料等として摂取される他、お風呂やシ

ャワーの使用、炊事等により一部が室内（大気）へ排出され、残りは生活排水として排出さ

れると考えられる。水道中のトリハロメタンの家庭における各媒体への排出割合に関するデ

ータが得られなかったため、ここでは、米国環境保護庁の下水処理施設への流入水におけ

る有害汚染物質の排出源に関する研究［Levins,P.et al."Sources of toxic pollutants

found in influents to sewage treatment plants. Ⅵ. Integrated interpretation Part Ⅰ.

"(U.S.EPA)(1979)］における公共下水道における各種地区のトリハロメタン濃度に関するデ

ータより、トリハロメタンの下水処理場の流入口における濃度分を水域への排出、水道蛇口

における濃度と下水処理場の流入口における濃度の差が、その間に室内（大気）へ排出さ

れた分と仮定して、媒体別の排出率を設定した。また、水域への排出は、各地域の下水道

普及率により、下水道と公共用水域に配分した。なお、下水道に配分された分は最終的に

は点源である下水処理場で爆気されて大気へ排出されるものと考えられる。上記により設定

した各物質の水域及び大気への排出割合を以下に示す。

クロロホルム ：大気 ８１．５％、水域 １８．５％

ジクロロブロモメタン：大気 ９７．８％、水域 ２．２％

＜推計結果＞

上記により推計した地域別の対象物質排出量を に示す。表Ⅲ-38



表Ⅲ-38 水道における地域別排出量推計結果

クロロホルム ジクロロブロモメタン

含有量 排出量（kg／年） 含有量 排出量（kg／年）
（kg/年） （kg/年）

大 気 公水 下水 大 気 公水 下水

臨海部 ９６ ７８ ０ １８ ５８ ５７ ０ １
川

内陸部 ２４８ ２０２ ２ ４４ １４９ １４６ ０ ３

丘陵部 ２５３ ２０７ ３ ４４ １５３ １４９ ０ ３
崎

計 ５９７ ４８７ ５ １０６ ３６０ ３５２ ０ ８

神奈川湘南 ８８９ ７２４ ２７ １３７ ３１１ ３０４ １ ６

愛知西三河 １，９０２ １，５５０ ２６４ ８８ ７７５ ７５８ １３ ４

北 東部 ６８６ ５５９ ６ １２１ ４６６ ４５６ ０ １０

九 西部 ６４６ ５２６ ５ １１４ ４３８ ４２９ ０ ９

州 計 １，３３２ １，０８５ １１ ２３５ ９０４ ８８５ １ １９

対象地域合計 ４，７２０ ３，８４６ ３０７ ５６６ ２，３５０ ２，２９８ １５ ３７

（資料）有収水量 川 崎：「平成９年度 水道事業・工業用水道事業統計年報」（川崎市水道局）
神奈川：「平成９年度版 水道事業統計年報」（神奈川県企業庁水道局）
愛 知：「平成９年度 愛知県の水道」（愛知県衛生部環境衛生課）
北九州：北九州市水道局計画課調べ

水質（含有濃度）：「平成８年度 水道統計」（厚生省生活衛生局水道環境部水道事業課）
（注）・推計は、各市町村別のデータの積み上げにより行った。

・川崎市の地域別の有収水量は、市全体の水量を人口で按分した。
・年間有収水量が不明な町村については日最大給水量に平均・最大比率(0.76),年間日数(365)をかけて求めた。
・市内に複数の浄水場がある市等については、含有濃度を各浄水場の含有濃度を浄水量で加重平均した値を用いた。
・含有濃度が定量限界未満の場合は、含有濃度を定量限界値の1/2の値を用いた。
・含有濃度が不明な町村については、水質が良いところが多いので、含有濃度を０と仮定した。
・kg/年未満の数値は四捨五入をしているため、合計が合わないことがある。

＜推計の精度及び今後の課題＞

各媒体への排出割合については、直接的なデータが得られなかったため、海外での調査

事例を引用するなど、かなり大ざっぱな推計である。今後の推計においては、各物質の媒

体別排出割合に関するより確実な情報を入手する必要がある。

また、需要先の配分については、地域によって、産業構造等が異なるため、「家庭」の需

要割合もかなり異なると考えられることから、地域別の需要割合指標を用いて推計する必要

がある。



(5)医薬品

医薬品として使用されている物質は数多くあり、非点源においては、主に「医療業」及び「家

庭」で使用されていると考えられる。ここでは、定量的な排出量の推計が可能であったものとし

て、滅菌薬剤等として使用されているホルムアルデヒドについて推計を行った。

＜用途別使用量の推定＞

平成９年における医薬品類としてのホルムアルデヒドの出荷量は、メタノール・ホルマリン

協会によると、８，８２８トン（ホルマリン（ホルムアルデヒドの４０％水溶液）として２２，０７１ト

ン）である。

＜需要先の配分＞

ホルムアルデヒド濃度１％を超えるホルマリンは毒物・劇物取締法の劇物に指定されてお

り、一般家庭等ではほとんど使用されていないと考えられるため、全て「医療業」で使用され

ていると仮定した。

＜各地域への配分＞

ホルマリンの使用量は医療施設の規模によると考えられる。ここでは、「医療業」における

従業員数により各地域への配分を行った。

＜排出先の媒体及び排出率の設定＞

ホルマリンは、使用後、大部分が排水として水域に排出されると考えられるので、水域へ

100%排出されると仮定した。さらに各地域の下水道普及率により、下水道と公共用水域に配

分した。なお、公共用水域への排出は、排水処理を行っていると仮定し、排出量に排水処

理による残存率をかけて求めることとした。排水処理による残存率としては、実際の処理施

設でのデータが存在しないため、生分解性試験における残存率のデータ

（０．０９：「化学物質ハザード・データ集」（財）化学品検査協会）を用いた。

＜推計結果＞

上記により推計した地域別の対象物質排出量を に示す。表 Ⅲ -39



表Ⅲ-39 医薬品における地域別排出量推計結果

物 質 名 ホルムアルデヒド

排 出 先 公共用水域 下水道 合 計

全国排出量(ﾄﾝ/年) － － ７９５

臨海部 １ １，５２２ １，５２３
川

内陸部 １１０ ２，６８５ ２，７９５

地 丘陵部 １１０ １，６５８ １，７６８
域 崎
別 計 ２２１ ５，８６５ ６，０８６
排
出 神奈川湘南 ４３６ ２，２７８ ２，７１５
量

愛知西三河 ４，６１６ １，３７９ ５，９９４
kg
／ 北 東部 ２０５ ４，２７９ ４，４８４
年

九 西部 １６６ ３，４７３ ３，６４０

州 計 ３７１ ７，７５２ ８，１２３

対象地域合計 ５，６４４ １７，２７４ ２２，９１８

＜推計の精度及び今後の課題＞

排水処理率や各地域への配分指標に不確実性がかなりあるため、推計の精度はあまり高

くないのものと考えられる。今後の推計においては、より確実性の高い排水処理率や各地域

への配分指標を用いて推計する必要がある。

(6)洗浄剤

「家庭」で使用されている洗浄剤に含まれる対象物質としては、モノエタノールアミンが挙げ

られる。ここでは、家庭で使用されているモノエタノールアミンについての推計を行った。

＜用途別使用量の推定＞

平成９年に合成洗剤を主とする洗浄剤におけるモノエタノールアミンの使用量は、日本石

鹸洗剤工業会によると、約１，９００トンであった。この中には製造段階で中和されるものがあ

り、最終的にモノエタノールアミンとして環境中へ排出される割合は、全体の約８割から９割

程度と推定されている（同工業会による）。その割合を約８５％と仮定すると、モノエタノール

アミンの排出量は約１，６１５トンと推定される。



＜需要先の配分＞

日本石鹸洗剤工業会によると、家庭用としては約８８％が使用されているとのことであった。

＜各地域への配分＞

洗浄剤の使用量は人口に比例すると仮定し、各地域へは、人口により配分した。

＜排出先の媒体及び排出率の設定＞

排出先の媒体及び排出率は、その用途から、生活排水として未処理のまま水域に100%排

出されると仮定した。さらに、各地域の下水道普及率により、下水道及び公共用水域に配分

した。

＜推計結果＞

上記により推計した地域別の対象物質排出量を に示す。表 Ⅲ -40

表Ⅲ-40 洗浄剤における地域別排出量推計結果

物 質 名 モノエタノールアミン

排出・移動先 公共用水域 下水道 合 計

全国排出量(ﾄﾝ/年) － － １，４１２

臨海部 １ ２，１４６ ２，１４７
川

内陸部 ２２１ ５，４０１ ５，６２２

地 丘陵部 ３６１ ５，４１２ ５，７７３
域 崎
別 計 ５８３ １２，９５９ １３，５４２
排
出 神奈川湘南 １，１５４ ６，０２９ ７，１８２
量

愛知西三河 １２，１０８ ３，６１７ １５，７２６
kg
／ 北 東部 ２６６ ５，５６２ ５，８２８
年

九 西部 ２５６ ５，３５３ ５，６０９

州 計 ５２３ １０，９１４ １１，４３７

対象地域合計 １４，３６８ ３３，５２０ ４７，８８７



＜推計の精度及び今後の課題＞

用途別使用量及び「家庭」の需要割合がはっきりしているので、比較的精度は高いもの

と考えられる。

(7)電池

電池は、家庭において、家庭電化製品をはじめ、玩具やカメラ等様々な用途に使用されて

いる。ここでは、主に「家庭」で使用されている電池のうち、定量的な推計が可能と考えられた

マンガン乾電池及びアルカリ乾電池について推計を行った。

電池に関する移動量推計フローを に示す。図Ⅲ-9

①電池種類別・大き ②電池種類別の含
さ別の代表的製品 有金属の重量構成
の重量（g／個） 例（％）

③電池種類別・大きさ ④電池種類別・大
別の含有金属（対象物 きさ別の全国販売
質）単位重量（g／個） 数量（千個／年）

⑤全国で販売された ⑥電池の需要先
電池中のの対象物質 別全国出荷金額
含有量（トン／年） （百万円／年）

⑦「家庭用」として販売 ⑧市区町村別
された電池の対象物質 の人口（人）
含有量（トン／年）

⑨電池による地域別の家庭から
の対象物質移動量（kg／年）

図Ⅲ-9 「電池」に関する移動量推計フロー



＜推計対象物質の設定＞

上記の電池に含まれている対象物質として、亜鉛化合物及びマンガン化合物について推

計を行った。

＜使用量の推定＞

各電池に電極として含まれている対象物質の使用量は、平成９年における種類毎の年間

販売数量「平成９年機械統計年報」（通商産業大臣官房調査統計部）に「電池の本」からの

各種類別の代表的な電池の重量又はその平均値をかけ、さらに”同一種類の電池におい

て使用されている対象物質の含有率は電池の大きさによらず一定”と仮定して、各電池にお

ける単３乾電池の成分構成例より推定した含有率をかけて求めた。 に推計に用い表Ⅲ-41

たデータをまとめたものを示す。

表Ⅲ-41 電池からの対象物質移動量推計に用いたデータ

種 類 販売数量(千個/年) 重量（g/個） 含有金属と重量構成

マンガン 単１ ２２８，６１０ ９８．０
乾電池 単２ １５３，４６８ ４８．０ 亜鉛 ２３．８％

単３ ９２７，６５１ １８．０ マンガン ８．５％
その他 ４０６，９５１ ８．０

アルカリ 単３ ８１０，９４４ ２５．０ 亜鉛 １１．８％
乾電池 その他 ５８１，５７１ １．８ マンガン １６．４％

（資料）・販売数量：「平成９年機械統計年報」（通商産業大臣官房調査統計部）

・重量：「電池の本」(西村昭義)

＜需要先の配分＞

「家庭」における需要割合は、「1995年産業連関表（延長表）」の電池における「家庭用」

と考えられる分（家計消費支出等）の国内需要合計（自動車等の鉛蓄電池を使う移動体関

係を除く）に対する割合から、５５％とした。

＜排出先の媒体及び排出率の設定＞

これらの対象物質は、リサイクルされているとの情報がなかったので、１００％廃棄物とし

て移動すると仮定した。

＜各地域への配分＞

各地域へは人口により配分した。



＜推計結果＞

上記により推計した地域別の対象物質移動量（金属換算値）を に示す。表Ⅲ-42

表Ⅲ-42 電池における地域別移動量推計結果

物 質 名 亜鉛化合物 マンガン化合物

移 動 先 廃 棄 物

全国移動量(ﾄﾝ/年) ７，９２１ ４，２６３

臨海部 １１，９６８ ６，４４１
川

内陸部 ３１，３３４ １６，８６４

地 丘陵部 ３２，１７８ １７，３１８
域 崎
別 計 ７５，４７９ ４０，６２２
移
動 神奈川湘南 ４０，０３１ ２１，５４４
量

愛知西三河 ８７，６４９ ４７，１７２
kg
／ 北 東部 ３２，４８４ １７，４８３
年

九 西部 ３１，２６１ １６，８２５

州 計 ６３，７４６ ３４，３０７

対象地域合計 ２６６，９０５ １４３，６４６

＜推計の精度及び今後の課題＞

電池には様々な形態のものがあり、また、各メーカーによって対象物質含有量に違いが

あるため、かなり仮定をおいて移動量の推計を行っており、推計の精度はあまり高くないも

のと考えられる。

また、酸化銀電池、リチウム電池、ニッケルカドミウム電池等、今回推計した電池の他にも

対象物質を含む電池があるので、今後の推計においては、これらの電池に関する情報を整

備して推計する必要がある。



(8)ガソリンスタンド

燃料小売業において、対象物質の環境中への排出が考えられるのは、ガソリン給油時のガ

ソリン成分の揮発による大気への排出である。揮発による大気への排出量は、ガソリン販売量

に比例すると仮定し、ガソリン販売量当たりの当該物質の排出量（排出原単位）とガソリン販売

量とから推計することとした。しかし、我が国の排出原単位のデータが得られなかったため、こ

こでは、欧州の大気汚染物質のエミッションインベントリーの排出原単位［Atmospheric

Emission Inventory Guidebook"(EMEP/CORINAIR)］を用いることとした。

ガソリンスタンドに関する排出量推計フローを に示す。図Ⅲ-10

④石油製造・輸入業者に ⑤ガソリンの平均比
よる都道府県別ガソリン 重（kg／リットル）
販売量（リットル／年）

①欧州のＧＳに ②欧州のＧＳにお ⑥ＧＳによる都 ⑦市区町村
おけるＶＯＣ排 ける揮発成分中 道府県別ガソリ 別の燃料小
出係数 の対象物質構成 ン販売量 売業従業員
（g／kg-燃料） 比（％） （kg／年） 数（人）

③ＧＳにおける対象 ⑧ＧＳによる市区町
物質別排出係数 村別ガソリン販売量
（g／kg-燃料） （kg／年）

⑨地域別のＧＳにおける対象 注：ガソリンスタンドを
物質排出量（kg／年） "ＧＳ"と略した。

図Ⅲ-10 「ガソリンスタンド」における排出・移動量推計フロー

＜推計対象物質の設定＞

今回、推計を行う対象物質は、推計に用いる欧州の資料にデータがある以下の３物質と

した。

キシレン類、トルエン、ベンゼン



＜用途別使用量の推定＞

ガソリンの販売量は、平成９年度の揮発油販売量 ５４，０８８，８９５キロリットル

［平成９年エネルギー生産・需給統計年報（通商産業大臣官房調査統計部）］にガソリンの

平均比重０．７５ｋｇ／リットルをかけて推定した。

＜需要先の配分＞

ガソリンの固定発生源からの排出は、ガソリンスタンドの他にガソリンタンクやガソリン積み

出し施設等も考えられるが、ここでは、その配分を行うためのデータが得られなかったため、

燃料小売業に１００％配分することにした。

＜排出率の設定＞

排出係数は、欧州のガソリンスタンドにおけるガソリン販売量当たりの揮発性有機化合物

（ＶＯＣ）の排出係数２．８８ｇ／ｋｇ－ガソリンに、ＶＯＣ中の各物質の重量構成比をかけて求

めた。各物質の排出係数を に示す。表Ⅲ-43

表Ⅲ-43 ガソリンスタンドにおける対象物質別排出係数＜推定＞

物質名 ＶＯＣ構成比 排出係数(g/kg-ガソリン)

キシレン類 ０．８％ ０．０２３
トルエン ２．０％ ０．０５８
ベンゼン １．１％ ０．０３２

（出典）VOC構成比："Emission Inventory Guidebook"(EMEP/CORINAIR)

＜排出先の媒体＞

これらの物質は揮発性物質なので、１００％大気へ排出するとした。

＜各地域への配分＞

各地域への配分は、県別にはガソリンの県別販売量を用い、地域区分別には燃料小売

業の従業員数を用いて配分を行った。

＜推計結果＞

上記により推計した地域別の対象物質排出量を に示す。表 Ⅲ -44



表Ⅲ-44 ガソリンスタンドにおける地域別移動量推計結果

物 質 名 キシレン類 トルエン ベンゼン

排 出 先 大 気

全国排出量(ﾄﾝ/年) ９３５ ２，３３７ １，２８５

臨海部 １，４３７ ３，５９３ １，９７６
川

内陸部 ２，１２４ ５，３１１ ２，９２１

地 丘陵部 ２，１８３ ５，４５７ ３，００１
域 崎
別 計 ５，７４５ １４，３６１ ７，８９９
移
動 神奈川湘南 ３，４４４ ８，６１１ ４，７３６
量

愛知西三河 １３，５１２ ３３，８０２ １８，５９１
kg
／ 北 東部 ３，２２５ ８，０６３ ４，４３５
年

九 西部 ３，０２６ ７，５６４ ４，１６０

州 計 ６，２５１ １５，６２８ ８，５９５

対象地域合計 ２８，９６１ ７２，４０２ ３９，８２１

＜推計の精度及び今後の課題＞

欧州と我が国とでは、ガソリン中の成分構成比が異なるため、各物質の排出原単位も異

なることが考えられ、推計の精度はあまり高くないと考えられる。

また、ガソリンタンク、ガソリン積み出し施設等への配分も燃料小売業に配分したほか、ベ

ーパーリターン施設の普及状況に関するデータが得られなかったため、ベーパーリターン

による排出抑制効果を考慮しておらず、推計値はこの観点からはやや過大に見積もられて

いることが考えられる。

今後の推計においては、これらに関する情報を収集・考慮して推計を行う必要がある。

(9)写真現像

写真の現像は、写真業で行われる他、印刷、医療、放送、映画などの分野でも行われてい

る。ここでは、写真現像が主に行われている「写真業」及び「医療業」について推計を行った。



＜推計対象物質の設定＞

今回、推計を行う対象物質は、委員へのアンケート結果等により写真現像において排出

されると考えられる物質のうち、定量的に推計が可能な以下の物質とした。

ハイドロキノン（写真現像液）、銀化合物（写真感光材料）

＜用途別使用量の推定＞

平成10年における当該物質の写真関係の消費量（一部輸入品を含む）は、写真感光材

料工業会によると、ハイドロキノンが１，３５０トン、銀が１，６００トンであった。但し、国内消費

された１，６００トンの銀のうち、半分の８００トンは写真フィルム及び印画紙として輸出された

ため、国内における排出・移動の推計対象からは除外される。

＜需要先の配分＞

「1995年産業連関表（延長表）」によると、写真感光材料全体としての分野別需要割合は、

「家計消費」（家庭）が約２４．７％、「写真業」が約１７．０％、「医療」が約１３．１％などとなっ

ている。また、写真感光材料工業会によると、ハイドロキノンはモノクロ写真の現像液として

使用され、その大半は「写真業」、「病院（エックス線処理）」、「印刷会社」で使用されており、

一般消費者用は微量（一般消費者向けの約４％）である。

従って、「医療業」の１００％、「家庭」の４％、「写真業」と「印刷業」で仮に５０％がモノク

ロ写真を使っているとし、残りの分野ではモノクロ写真は使われないものと仮定する。「家

庭」及び「写真業」で使用されているモノクロ写真の現像が「写真業」において行われるもの

と仮定すると、ハイドロキノンに関する「写真業」の需要割合は３３．４％、「医療業」の需要割

合は４６．２％となる。

一方、銀（化合物）は写真感光材料として、モノクロ写真でもカラー写真でも使用されてい

る。「家庭」の９６％、「写真業」と「印刷業」で仮に５０％がカラー写真を使っているとし、これ

らの分野と「医療業」以外の分野では全てカラー写真を使っていると仮定する。さらに「家

庭」及び「写真業」で使用されているカラー写真の現像が「写真業」において行われるものと

仮定した。モノクロ写真はハイドロキノンにおける上記推計に基づいて推計すると、モノクロ

写真は全体の２８．５％で、このうち「写真業」の需要割合は９．５％、カラー写真は全体の７

１．５％で、このうち「写真業」の需要割合は３２．２％となる。

＜排出率の設定＞

ハイドロキノンは、現像処理により、大部分が酸化されて別の物質に変化するので、ハイ

ドロキノンとしての排出率は１０％と仮定した。

一方、銀（化合物）は、カラー写真の場合、現像処理廃液中に１００％溶けだし、モノクロ

写真の場合は、一部が金属銀として印画紙上等に残り、その残りが現像廃液中に溶け出す



ことになるが、その割合は写真の撮影方法により異なるので、仮に現像廃液中に溶け出す

割合を５０％と仮定した。

＜排出先の媒体＞

現像廃液は、ほぼ１００％専門の回収業者に回収されるとのことなので、廃液中のハイド

ロキノンは１００％廃棄物として移動し、銀（化合物）は１００％リサイクルされると仮定した。

＜各地域への配分＞

各地域へは「写真業」及び「医療業」の従業員数により配分した。

＜推計結果＞

上記の考え方に従って推計した地域別の対象物質移動量（銀化合物は金属換算値）を

表Ⅲ-45に示す。

表Ⅲ-45 写真現像における地域別移動量推計結果

物 質 名 ハイドロキノン 銀化合物

移 動 先 廃 棄 物 リサイクル

分 野 写真業 医療業 合 計 写真業

全国移動量(ﾄﾝ/年) ４５ ６２ １０７ ２９６

臨海部 ３８ １２０ １５７ ２４６
川

内陸部 １７０ ２１９ ３８９ １，１１２

地 丘陵部 １０７ １３９ ２４６ ７０３
域 崎
別 計 ３１４ ４７８ ７９２ ２，０６１
移
動 神奈川湘南 １７５ ２１３ ３８８ １，１５０
量

愛知西三河 ３５３ ４７１ ８２３ ２，３１１
kg
／ 北 東部 １９５ ３５２ ５４７ １，２７９
年

九 西部 １５８ ２８６ ４４４ １，０３７

州 計 ３５３ ６３８ ９９１ ２，３１６

対象地域合計 １，１９６ １，７９９ ２，９９５ ７，８３８



＜推計の精度及び今後の課題＞

写真業の需要割合や排出率の設定に多くの仮定を置いているため、推計の精度はあま

り高いものではないと考えられる。

今後の推計においては、これらのことに関する情報を収集して、推計精度の向上を図る

必要がある。

(10)蛍光管

蛍光管は家庭やオフィス等で幅広く使われている。オフィス等で使われる場合も、製品とし

て購入したものがオフィス等で使用され廃棄物となる場合は、事業者報告の対象からは除外

しており、「非点源」として推計すべきものである。

ここでは、蛍光管が「家庭」及び「オフィス等」で使われる場合について、その廃棄物移動の

推計を行った。

移動量推計フローを に示す。図Ⅲ-11

①蛍光管種類別の水 ②蛍光管種類別の全国
銀含有量（g／個） 販売数量（千個／年）

③全国で販売された蛍 ④蛍光管種類別
光管種類別の対象物質 の全国の分野別
含有量（トン／年） 需要割合（％）

⑤「家庭用」及び「オフィス用」等 ⑥市区町村別の居住
として販売された蛍光管の対象 住居及びオフィス用
物質含有量（トン／年） 建築物床面積（m ）2

⑦蛍光管による地域別の家庭
及びオフィスからの対象物質
移動量（kg／年）

図Ⅲ-11 「蛍光管」における移動量推計フロー



＜推計対象物質の設定＞

今回推計を行う対象物質は、委員に対するアンケート結果等により、蛍光管に含まれて

いる水銀とした。

＜用途別使用量の推定＞

蛍光管に含まれる水銀の量は、全国の蛍光管出荷個数と、製品１個に含まれる水銀の量

に基づいて、ボトムアップ式に推計した。

蛍光管は「直管形20W」、「環形」、「直管形40W」に分類されており、「平成９年機械統計

年報」（通商産業大臣官房調査部統計課）によると、平成９年の１年間に国内出荷された数

量は、それぞれ８６，８６８千個、１０６，４９９千個、１１６，５３６千個であった。これ以外の種

類の蛍光管は産業用等で使われるものであり（社団法人日本電球工業会による）、「家庭・

オフィス等」の推計対象から除外することとした。

日本電球工業会によると、何れの種類でも蛍光管１個当たり約１０ｍｇの水銀を含むとい

うことなので、蛍光管の用途に使われる水銀の数量は、全国で約３，０９９ｋｇと推計される。

＜需要先の配分＞

日本電球工業会によると、蛍光管の需要先は蛍光管種類によってほぼ決まっており、上

記「直管形20W」と「環形」は大半が一般家庭向けであり、残りの「直管形40W」は大半がオ

フィス等向けである。上記の需要先に例外がないものと仮定すると、「家庭」で使われる蛍光

管の水銀は約１，９３４ｋｇ、オフィス等で使われる数量は約１，１６５ｋｇと推計される。

＜排出率の設定＞

出荷された蛍光管の水銀は１００％が廃棄物として移動するものと仮定した。

＜各地域への配分＞

蛍光管は「個人」が使用する商品というよりも、「住宅」における附属品といった意味合い

が強く、また蛍光管が購入されるのは新築時に限らないため、住宅のストックとの関係が強

いと考えられる。従って「家庭」で使用され廃棄される蛍光管の水銀は、「平成７年国勢調査

報告」（総務庁統計局）の「居住住宅床面積」（m ）に比例するものと仮定し、それを指標に2

して全国の移動量を各地域に配分した。

オフィス等で使われる蛍光管の需要先は、オフィス用建築物の床面積に比例するものと

仮定して水銀移動量を推計した。但し、オフィス用建築物の地域別床面積は、新設建築物

の場合把握することができたため、ここでは”オフィス用建築物の地域別床面積の割合はス

トックとフローで変わらない”と仮定し、その新設床面積を指標として全国の移動量を各地域

に配分した。



＜推計結果＞

上記の考え方に従って推計した地域別の対象物質移動量を に示す。表Ⅲ-46

＜推計の精度及び今後の課題＞

蛍光管中の含有量やその販売数量が概ね正確に把握でき、また別の統計データと比較

してオーダーチェックを行ったが、電池等の他の非点源排出源と同様に、販売から廃棄（ま

たは環境排出）までに大きな時間差があるため、蛍光管の販売数量の統計データに基づい

て当該年度の廃棄物移動量を推計するのは、必ずしも最適な推計方法とは言えない。平均

使用年数等も考慮した推計を行うなど、推計精度向上を図る余地は十分にあると考えられ

る。

表Ⅲ-46 蛍光管における地域別移動量推計結果

物 質 名 水銀化合物

需 要 先 家 庭 オフィス等 合 計

移 動 先 廃 棄 物

全国移動量(kg/年) １，９３４ １，１６５ ３，０９９

臨海部 ２．１ ５．０ ７．２
川

内陸部 ５．５ ２．０ ７．５

地 丘陵部 ６．２ １．１ ７．３
域 崎
別 計 １３．９ ８．１ ２２．０
移
動 神奈川湘南 ８．５ ２．５ １１．０
量

愛知西三河 ２１．７ １４．０ ３５．７
kg
／ 北 東部 ７．４ ４．６ １２．０
年

九 西部 ７．３ ４．６ １１．９

州 計 １４．７ ９．２ ２３．９

対象地域合計 ５８．８ ３３．９ ９２．７



４ 事 業 所 報 告 対 象 規 模 未 満 の 事 業 所 に お け る排 出 ・移 動 量 の 推 計

（ｱ）推計の前提条件

以下の条件に基づいて、対象規模（裾切り）未満の事業所からの排出量推計を試みること

とする。

(1)対象物質の「使われ方」は業種グループ、従業員規模、物質種類に依存する。

(2)対象物質の「使われ方」は同一の業種グループであれば業種に依存しない。

(3)対象物質の「使われ方」は地域に依存しない（どの地域でも同じ）。

(4)対象規模以上で無回答の事業所からの排出量はゼロである（推計対象としない）。

このうち、上記(2)は、現状ではデータ数が限られるために設定した条件であり、また上記(4)は、

ＰＲＴＲ法制化を視野に入れ、本格実施段階と概ね同じ推計方法となるように設定したもので

ある（表Ⅲ-47）。

表Ⅲ-47 裾切り未満の排出量推計の対象範囲

報告あり
報告なし

取扱あり 取扱なし

対象規模以上 点源 点源 ×

対象規模未満（抽出調査対象） 点源 点源 ○

対象規模未満（抽出調査対象外） ○

（ｲ）推計対象物質

大気等への排出量が多く、報告件数も多い物質を対象とする（表Ⅲ-48）。但し、化学系製

造業は用途による差が大きすぎるため、今回の推計対象から除外する。また化学系以外の製

造業による「生産」は、その実態が不明確で報告件数も少ないことから、それに伴う排出は、推

計対象から除外することとする（「使用」に伴う排出のみを扱う）

表Ⅲ-48 推計を行う対象物質と媒体及び当該媒体への報告件数

業種 対象物質 媒体 報告件数

1 亜鉛化合物 公共用水域 １１

21 キシレン類 大気 ３９
金属系製造業

79 トルエン 大気 ４９

81 ニッケル化合物 公共用水域 ９

21 キシレン類 大気 １２３

50 ジクロロメタン 大気 ５０
機械系製造業

79 トルエン 大気 １４８

105 ホルムアルデヒド 大気 １０



*1 使用量、排出量とも「ゼロ」というデータが多数あるが、両軸とも対数で表しているため、グラフでは「ゼロ」がプロッ

トされない。

*2 排出率を設定する必要性から、「排出量は使用量に比例する」という条件で回帰式を求める（原点を通る直線とし

て回帰式を求める）。

*3 一般には、当該業種の当該規模で報告した事業所でも、当該物質を報告しなかった事業所の方が圧倒的に多い。

それらの事業所は当該物質の使用量がゼロと報告したものとみなして「平均」を算定する。

（ｳ）推計方法

以下の三つのパラメータを掛けることにより、地域別・業種グループ別・物質別の対象規模

未満の排出量（kg／年）が推計される。

(1)使用量に対する排出量の割合（％；排出率）・・・業種グループ別、物質別、規模別

(2)一人当たり平均使用量（kg／人・年）・・・・・・・・・業種グループ別、物質別、規模別

(3)対象規模未満の従業員数（人）・・・・・・・・・・・・・地域別、業種グループ別、規模別

＜パラメータの設定方法＞

①排出率の設定

データ数に制約があることから、規模を（1～99人）、（100～299人）、（300人以上）の三つ

に分ける。各規模ごとに、対象物質の使用量（kg／年）を横軸に取り、排出量（kg／年）を縦

軸に取ってデータをプロットする 。最小自乗法で回帰式 を求め、その係数を当該媒体へ
*1 *2

の「排出率」と定義する。

②一人当たり平均使用量の設定

当該業種の当該規模で報告のあった全事業所について、当該物質の使用量（kg／年）

の合計を従業員数（人）の合計で割ることにより、当該業種の当該規模の当該物質につい

ての「一人当たり平均使用量」（kg／人・年）が推計される（加重平均を採用する）。*3

③一人当たり平均排出量の設定

各規模において、「一人当たり平均使用量」（kg／人・年）に「排出率」（％）を掛けることに

より、「一人当たり平均排出量」（kg／人・年）が設定される。

④対象規模未満の排出量の推計

ある地域において、当該業種の当該規模の対象規模未満の事業所の従業員数（人）に、

前述の「一人当たり平均排出量」（kg／人・年）を掛けることにより、当該地域における当該

業種の当該規模による排出量（kg／年）の対象規模未満の排出量が推計される。

⑤寄与率の算出

推計結果を用い、（対象規模未満の排出量）/（（報告分）+（対象規模未満の排出量））の

割合を「寄与率」として算出する。なお、地域別の寄与率は4物質の合計であるが、各物質

の寄与率を算出した後に、それらの寄与率を単純平均する。



（ｴ）推計結果

＜排出率＞

キシレン類（金属系製造業）の排出率は、小規模事業所（1～99人）で約52%、大規模事業所

（300人以上）で約2%であり、規模によって著しい差が見られた。

ジクロロメタン（機械系製造業）では、排出率は全体的にキシレン類（金属系製造業）よりも

大きかった。小規模事業所で約78%、大規模事業所で約67%であり、規模による差は明確では

なかった。

このような対象物質や事業所規模等による排出率の差は、用途の違い等の実態を反映した

場合と、データ数が少ないことに起因した「ばらつき」による場合があるものと考えられる。解析

結果の精度は、今後のデータの蓄積を待って検証する必要がある。

＜一人当たり平均使用量＞

ニッケル化合物（金属系製造業）やトルエン（機械系製造業）では規模による差が顕著であ

り、規模が大きくなるほど「一人当たり平均使用量」が増大している。

しかしキシレン類（金属系製造業）やジクロロメタン（機械系製造業）では、「一人当たり平均

使用量」の規模による差は明確ではない（図では、中規模の事業所で大きくなっているが、デ

ータ数が少ないことに起因している可能性が高く、今後の検証が必要である）。

＜一人当たり平均排出量＞

キシレン類（金属系製造業）やニッケル化合物（金属系製造業）では、規模による「排出率」

の差が強く反映し、小規模事業所で「一人当たり平均排出量」が大きい結果となった。

逆にトルエン（機械系製造業）では、規模による「一人当たり平均使用量」の差が強く反映し、

大規模事業所ほど「一人当たり平均排出量」が大きいという結果となった。ジクロロメタン（機械

系製造業）では中規模事業所の排出率が大きくなったが、実態をどこまで反映した結果であ

るか現段階では不明であり、今後のデータの蓄積を待って検証する必要がある。

＜対象規模未満の排出量＞

神奈川県湘南地域等の各地域において、当該業種による各４物質の大気（及び公共用水

域）への排出量に関する「事業所報告分」（以下「報告分」という）と「対象規模未満の排出

量」の比較を行った。

全地域の合計では「対象規模未満の排出量」の寄与率は10％～20％程度であると推計され

るが、対象規模未満の排出量の寄与率は機械系製造業に比べ、金属系製造業の方が若干大

きいようである。



図Ⅲ-12 従業員規模別の一人当たり平均排出量推計結果（亜鉛化合物、金属系製造業）
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図Ⅲ-13 従業員規模別の一人当たり平均排出量推計結果（キシレン類、金属系製造業）
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図Ⅲ-14 従業員規模別の一人当たり平均排出量推計結果（トルエン、金属系製造業）
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図Ⅲ-15 従業員規模別の一人当たり平均排出量推計結果（ニッケル化合物、金属系製造業）
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